
第 3 章 
資源・エネルギー循環型社会の実現へ

《環境資源科学研究センター》

　環境資源科学研究センター（CSRS、センター長：ࣰ࡚一雄）は、理化学研究
所（理研）の第3期中期計画（2013年4月-2018年3月）の開始に合わせて、
2013（平成25）年4月より10年間の計画で開始した。このセンターは持続的な
物質生産、エネルギー生産、農業や食料生産などの グリーンイノベーションへの
貢献を目標とした異分野融合型の戦略センターである。
　2000年前後に開始した戦略センターは、ライフサイエンス、生物医科学が中
心であり、しかも目標を明確にした分野特化型センターとして国際的な研究成果
を生み出すことが大きなミッションであった。
　第3期中期計画においては、ライフサイエンス研究の進展と時代の要請により、
戦略センターの方向性が分野特化型から異分野融合型の学際研究に転換された。
さらに基礎科学の推進だけでなく、イノベーション創出を重視した研究が求めら
れ、また、大学等の外部研究機関や民間企業との連携を進める研究拠点としての
役割も期待されている。
　このような状況を受け、環境資源科学研究センターでは、多様な生物機能（生
物学）と化学機能（化学）の理解（基礎科学）を礎に、多様なバイオ素材や化学

ਤ øɹݯࢿڥ؀Պֶ研究センターのมભ

165



素材の利活用を進めて環境に優しい生産技術を開発し（イノベーション）、資
源・エネルギー循環型の持続的な人類社会に貢献することを目的として、生物学
と化学の二つの分野を中心に、連携した異分野融合型戦略センターとして設置さ
れた。
　本章は、このような異分野融合型である環境資源科学研究センターが、理研の
中のどのような系譜を辿って形成されてきたのか、そしてその現況についてまと
めたものである。なお、環境資源科学研究センターが設立されるまでの推移の概
略の全体図を図1に示した。理化学研究所全体の組織改編に連動して複雑な様相
を呈しているが、全体を俯瞰するためのものなので、説明は以降の各項目の記述
を参照されたい。

第1節　系譜1：生物学（植物科学）の源流

植物科学研究センター（第1期）（2000年4月設立）
　環境資源科学研究センターは、生物学と化学の異分野融合型戦略センターであ
るが、その生物学分野の源流は植物科学研究を推進する「植物科学研究センター
（第1期、センター長ɿਿࢁୡ෉）」に端を発する。植物科学研究センター（第1
期）は2000年4月に国の「ミレニアム・プロジェクト（平成11年12月、小ᔹܙ
内ֳ総理大ਉ決定）」を受けて設立された理研の「ミレニアム研究センター群ࡾ
（ 88年史 ）では「ミレニアム群」）」の一つである。ミレニアム群および植物科学
研究センター（第1期）の設立については、 88年史  349-367ϖージをࢀরされ
たい。なお、植物科学研究センターの事業計画は、٢ాໜஉ主任研究員（植物機
能研究室）が中心となってݕ౼が行われた。
　さらに、もう一つの源流として、1998年10月に設立されたゲノム科学総合研
究センター内の一つの研究グループ、「植物ゲノム機能情報研究グループ（1999
年10月設置、グループディレクターɿࣰ࡚一༤、チームリーダーɿদҪೆ）」が
ある（ 88年史  342ϖージ）。植物科学研究センター（第1期）が生理学や機能メ
カニズムを中心に研究が行われたのに対し、植物ゲノム機能情報研究グループで
はそれらの遺伝子レベルの情報解析研究が行われ、両者がおޓいにंの両ྠとし
てิ׬し合う関係となっていた。この両者は後に統合され、「植物科学研究セン
ター（第2期、センター長ɿࣰ࡚一༤）」へ続いていく。理研の植物科学の「源
流」に関しては、コラム記事の「理研における植物研究の大Տ」をࢀরしていた
だきたい。
　植物科学研究センター（第1期）では、「植物に学び、活かす」のモットーの
下に、ミレニアム・プロジェクトのイネゲノムの一環として植物ゲノム解析を実
施した。その目標は「イネ以外の植物のゲノム解析および関࿈研究を実施し、こ
れによりイネゲノム解析と相まって高機能作物や௿೶ༀ作物の開発に資する」で
ある。まさに、植物ゲノム研究、遺伝子機能解析研究の発展期にタイムリーに植
物科学の拠点が理研に生まれたことは、以後の日本における植物科学の発展にも
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大きく貢献することとなった。
　この目標達成のため、「植物に学ぶ」研究として、植物にݻ有な機能を遺伝子
やタンパク質などの生体分子レベルで研究し、植物の形態形成ならびに分化全能
性の仕組み、植物の環境応౴機能などを調અ・制ޚしている生体分子（植物ϗル
モンなど）と植物機能発現との関係、代ँにおける細胞機能とその制ޚ機構の仕
組みなどの解明など基礎的な研究を行った。その結果、主としてシロイψナズナ
を対৅にして、以下の主要な成果を得た。
 1  ɽ光合成۶ۂの制ޚに関わるセンサーとして、੨৭光受容体同定と機能そ

れらの分担解明
 2  ɽེࢎイオン༌送系の解明
 3  ɽアンモニウム同化に主要な役割を果たすグルタミン合成߬素遺伝子全て

について、߬素特性、組織細胞特異性、஠素応౴性を解明
 4  ɽ植物ϗルモンであるサイトカイニンが஠素ӫ養の内部シグナルであるこ

とを明らかにし、ݸ体でのその情報伝達のメカニズムをほぼ解明
 5  ɽ生長、分化、代ँを制ޚする二つの植物ϗルモン（ブラシノステロイド

とオーΩシン）のシグナル伝達系のネットワークを部分解明
 6  ɽ植物ϗルモンであるブラシノステロイド合成߬素の単཭とブラシノステ

ロイド受容体の解明
 7  ɽ植物ϗルモンであるジベレリンを介したछ子発芽制ޚのメカニズムの解

明とछ子ٳ຾解আに関わるアブシジンࢎ分解߬素遺伝子（CYP707A2）
の発見

 8  ɽ表ൽ細胞分化において転ࣸҼ子群が細胞間移行することの重要性を発見
し、その仕組みを解明

　一方、「植物を活かす」研究として、植物ϗルモン機能を利用した植物の生
長・分化の制ޚに関する基盤技術、植物の環境ద応能力と物質生産能力を強化・
改変する基盤技術の開発により、環境ড়化、有用物質生産や৯料の҆定供給に資
する研究開発を行った。その結果、以下の主要な成果を得た。
 1  ɽゲノム機能解析研究の展開にద用可能な各छໟ状ࠜのベクター開発
 2  ɽछ子発芽の制ޚによるछ子生産の向上の技術開発
 3  ɽ有用物質産出の基盤となる配౶体߬素の発見
 4  ɽපەݪ感染によりࠄ類に産出する内分ൻ᎟ཚ物質やಟ素などԚ染物質を

解ಟし得る遺伝子組換え植物の作出に成ޭ

植物科学研究センター（第2期）（2005年4月-）
　ミレニアム群の一つとして設立された植物科学研究センター（第1期）はミレ
ニアム期間の5年間の評価、見直しを経て、2005年4月、ゲノム科学総合研究セ
ンターの植物ゲノム機能情報研究グループも統合し、同グループディレクターの
ࣰ࡚一༤をセンター長とした「植物科学研究センター（第2期）」となった。研
究場所は引き続き横浜研究所（現・横浜事業所）である（一部は筑波研究所
〈現・筑波事業所〉）。
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　第2期では、植物科学研究センター（第1期）および関係する理研植物科学研
究において得られた、植物ϗルモンや代ँ産物を中心としたඍ量分析・解析技術
およびその生合成制ޚに関࿈した高い研究実績をݩに、「メタボローム基盤研
究」と「植物機能探ࡧ・機能開発研究」の二本の研究の柱を立てた。すなわち、
第1期で培った技術力、およびゲノム科学総合研究センターの植物ゲノム機能情
報研究グループにおいて஝積された植物ゲノム機能解析に関する研究基盤を発展
させた、植物代ँ物解析基盤を整備する（「メタボローム基盤研究」）ことにより、
植物の多様な代ँ物解析に重点を置き、植物の生長、形態形成、環境応౴など特
有な制ޚ・応౴メカニズムの解明研究を実施する（「植物機能探ࡧ・機能開発研
究」）こととした。メタボローム研究で実績のあるઍ葉大学ༀ学部の੪౻࿨ڭق
तをメタボローム基盤研究の中֩として、また、植物免疫研究で世界的な業績を
上げているイギリス、�e Sainsbury Laboratoryのനਢݡグループリーダーを、
植物機能開発研究の中֩としてটᡈした。また、第1期のセンターから植物ϗル
モン研究で世界的に評価の高いਆ୩༐治グループディレクターのࢀ加により、第
2期の研究プロジェクトと研究体制を決定した。研究期間は5年3期の15年を見
ӽし、終了時には、植物の量的生産力の30ˋ向上、質的生産力を画期的に上げ
る新規テクノロジーの開発と作物への利用により、৯料やエネルギーの増産、人
の݈߁向上、持続的社会の推進、環境อ全に貢献することを目指していた。また、
国内外の研究機関や大学等、企業との࿈ܞも重点に置いた。
　この構想は8年を経過した時点で「環境資源科学研究センター」へ引き継がれ
ることとなるが、この間、次のような世界的な成果を創出している。

メタボローム基盤研究の成果
　「メタボローム基盤研究」では、植物の生産力向上を目指して、多छの代ँ産
物や生長調અ物質を໢羅的に解析し、メタボローム等の代ँ物の໢羅的な解析基
盤技術の整備と技術開発を行うことにより、植物の質的、量的な生産力向上に関
࿈する基礎代ँや二次代ँ制ޚネットワークの解明を行った。加えて、遺伝子組
換え作物の҆全性評価に向けた実質的同等性評価に関する研究として、特に৯の
҆全に関わる部分の代ँプロフΝイルに関するメタボローム解析を進め、実質的
同等性評価に必要な情報をऩ集した。また、植物の高次制ޚシステムの解明と利
用を推進するため、国内外の研究機関や大学等、企業との有機的な࿈ܞにより、
モデル植物の遺伝子ネットワーク探ࡧに必要なデータベース等の研究基盤を構築
した。その結果、以下の主要な成果を得た。
 1  ɽモデル植物の遺伝子ഁյ変異体の形態変化（フェノーム）をࣸ真付き

データベースとして構築してWebでެ開
 2  ɽ作物、थ໦の׬全長cDNAとFOX hunting法による有用遺伝子探ࡧへ

の展開
 3  ɽ理研オリジナルな多次ݩNMRメタボローム解析法の確立と多様な質量

分析計を利用したメタボロームおよびϗルモン解析プラットフΥームの
構築

168

ୈ
ù
෦
　
ά
Ϧ
ồ
ϯ
Π
ϊ
ϕ
ồ
γ
ἀ
ϯ

Ⅱ



 4  ɽタイリングアレイを用いたトランスクリプトーム解析基盤技術の開発
 5  ɽ植物二次代ँ産物のタンデム型質量分析スϖクトルライブラリーを整備
 6  ɽイネ׬全長cDNAの高発現シロイψナズナ変異体データベースをެ開

ʕ表現形質と導ೖ遺伝子をซせてࢀর可能
 7  ɽメタボロミクスで遺伝子組換え作物を客観的に評価することが可能に
 8  ɽݰถの代ँ成分量を決める遺伝型を໢羅的解析
 9  ɽེԫを含んだ代ँ物を໢羅的に解析する「S-オミクス」を確立
 10 ɽ植物科学最先端研究拠点ネットワークの支援事業を開始

植物機能探索・機能開発研究の成果
　モデル植物のシロイψナズナ（アブラナ科）等で得られた研究成果を基に、イ
ネ科やアブラナ科等のほかの植物やथ໦の比較ゲノム解析により、多ऩ性、高生
長、ס૩଱性やԘ଱性等の環境ストレス଱性、଱ප性等の有用形質を持つ植物や
थ໦の作出およびバイオマス生産向上に資する遺伝子機能の探ࡧを行い、さらに
植物の新機能の開発を行った。また、国内外の研究機関や大学等、企業と࿈ܞし、
モデル植物から作物、थ໦、ༀ用植物へ展開するための研究ネットワークを構築
した。その結果、以下の主要な成果を得た。
 1  ɽニチニチソウの試؅ݧ内での໦質形成分化のモデル実ݧ系で維؅ଋ形成

に関わる遺伝子の同定
 2  ɽ植物のਫ分調અを行う気޸の開ดを࢘っているアブシジンࢎの合成と分

解の仕組みを遺伝子レベルで解明
 3  ɽ特殊な細胞प期「エンドリデュプリケーション」を制ޚする遺伝子を発

見ʕ植物の細胞の大きさを決める機構を解明
 4  ɽ「཮上最大のバイオマス」の生産を制ޚする遺伝子を発見
 5  ɽイネのऩ量ϗルモンを活性化する遺伝子を発見
 6  ɽがん予防成分をアブラナ科野ࡊに作らせる新規遺伝子を発見
 7  ɽՖค成熟にಇくマスター遺伝子を発見ʕՖคを作れない作物・थ໦、଱

ྫྷ性作物の開発へ
 8  ɽ表ൽ細胞分化を࢘る遺伝子が植物の生長や開Ֆを制ޚすることを発見
 9  ɽྼѱ環境に応౴する植物ϗルモン「アブシジンࢎ」の応౴経࿏と༌送Ҽ

子を解明
 10 ɽ細胞内リサイクルシステム〝オートフΝジー〟が細胞ࢮを཈制すること

を発見
 11 ɽ植物の体内時計に関与するタンパク質の生化学的機能を発見
 12 ɽ重複遺伝子が起こす形態に関わる進化機構を解明
 13 ɽ植物֓日時計とミトコンドリア機能のຶ月な関係を発見
 14 ɽ植物の細胞生長を཈制する新規転ࣸҼ子GTL1（GT2-LIKE 1）を発見
 15 ɽコケ植物を利用した金ճऩ技術の開発
 16 ɽ主要マメ科作物ダイズのゲノム解析に貢献
 17 ɽイネ科の॓主からد生植物へ、֩内遺伝子がਫ平伝播する現৅を発見
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 18 ɽ植物細胞の୤分化をଅ進するスイッチҼ子を発見
 19 ɽد生植物「ストライΨ」の発芽をଅす「ストリゴラクトン」の新機能を

発見
 20 ɽ植物の活性߬素を調અするリンࢎ化߬素の仕組みを解明
 21 ɽ免疫センサーを制ޚするಈ植物に共通な仕組みを解明
 22 ɽ理研とDOWA（ג）がコケ植物を用いた重金ଐഉਫॲ理૷置を共同開

発へ
 23 ɽ植物ϗルモン「オーΩシン」生合成の主経࿏を解明
 24 ɽレアプラント生ༀ「甘૲」の医ༀ成分ɿグリチルレチンࢎを合成する߬

素遺伝子を発見
 25 ɽ植物のリンܽ๡ストレスを؇和する新しい౶ࢷ質を発見
 26 ɽ植物の生命活ಈに必ਢなϙリアミンの༌送体を発見
 27 ɽӫ養素を運ぶタンパク質「NRT1.2」が植物ϗルモンアブシジンࢎも運

Episode 理研における植物研究の大河

　植物科学に関する最初の研究拠点は、植物科学研究センター（2000年4月設
立）であるが、それ以前にも、ゲノム科学総合研究センター（1998年10月設
立）内に、植物ゲノム機能情報研究グループ（1999年4月設置）があった。理
研における植物科学研究の大きな組織はこの二つと言えるが、実はここにたどり
着くまで、連綿と続く研究の流れがいくつもあった。
　最初の植物科学に関する研究室は、特殊法人時代に理化学研究所で開始された
農薬研究にまで遡ることができる。それが、主任研究員研究室の中の農薬第三研
究室（1964年）である。この研究室はその後、主任研究員の交代に応じて研究
室名を変えながら継続されてきた。植物薬理研究室（1967年ごろ）、薬剤作用
研究室（1987年）、そして植物機能研究室（吉田茂男主任研究員、1993年）で
ある。そのほか、二つの植物関係研究室が農薬関係部門から派生した。それが微
生物制御研究室（ޱࢁ༐主任研究員、1987年）と、植物生活環制御研究室（ࡩ
Ҫ੒主任研究員、1987年）である。これらの研究室はいずれもその機能の一部
がフロンティア研究システム→植物科学研究センターへ引き継がれていくことに
なった（ 88年史  207-223ページ）。なお、ほかの農薬関係の研究室でも、研究上、
植物を用いている研究室はあった。
　一方、1980年には、植物関係の研究室等から研究者を結集し、日米協力によ
る太陽光エネルギーの利用を目指した「太陽光エネルギー科学研究グループ」
（Ҫ্↳௚主任研究員）が設置され、その中で植物の光合成機能を解明する研究
が行われた。このグループはその後「光合成科学研究グループ」として再編され
（1990年）、1999年までの間に植物の光合成機能に関する重要な成果を多く創
出した。その後、これらの研究機能は、構造生物学として播磨研究所（現・播磨
事業所）へ引き継がれた。このような事情のため、光合成という植物と関係の深
いテーマであるにもかかわらず、植物科学研究センターと環境資源科学研究セン
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ぶことを発見
 28 ɽ植物のࢬ分かれを制ޚする新規ϗルモンとしてストリゴラクトンがಇく

ことを発見

植物科学研究センターの論文の高い評価
　なお、この期間中の2007年に、ࣰ࡚一༤植物科学研究センター長が、PLANT 
& ANIMAL SCIENCEの分野で論文のඃ引用数ランΩングが世界1位となった。
これはトムソンサイエンティフィック（トムソン社ɿ後のトムソン・ロイター
社）が、1997年1月から2007年2月にץ行された論文についてඃ引用状گを分
析し、全22分野のトップ10を発表した中で示されたものである。
　さらに、2011年には、ࣰ࡚一༤センター長が、トムソン・ロイター社の「最
も஫目を集めた研究者（Hottest Researchers）」世界5位にબ出された。これは
全世界、自વ科学全分野での5位であり、日本人ではただ一人બ出された。બ出

ターとの関係は薄い（太陽光エネルギー科学に関しては  88年史  243-262ページ
を参照）。
　もう一つの流れは、1986年10月設立の国際フロンティア研究システムにある
（これは全てが任期制研究室からなる研究組織で、1999年10月にフロンティア
研究システムに名称変更）。この中に設置された「生体ホメオスタシス研究グ
ループ」の1チームとして「植物制御研究チーム」が置かれ、当時の植物関係研
究室と連携しながら植物ホメオスタシスに関する研究を進めた。もともと国際フ
ロンティア研究システムの計画策定時には、このチームは独立した「植物ホメオ
スタシス研究グループ（仮称）」として計画・予算要求されていたが、諸般の事
情により、動物ホメオスタシスを研究する「生体ホメオスタシス研究グループ」
の1チームとなった（そのためにグループ名称が「動物」から「生体」に変更さ
れた）。その後、1991年10月に行われた組織改編により、独立した「植物ホメ
オスタシス研究グループ」（神谷勇治グループディレクター）となった。このグ
ループは1999年9月まで存続し、それらの機能が植物科学研究センター（第1期、
2000年4月設立）へとつながっていった。
　最後の流れは、筑波を発祥の地とする。1984年10月に理化学研究所ライフサ
イエンス筑波研究センター（現・筑波事業所）が筑波に開設され、順次、遺伝子
組み換え研究に関する研究室が設置されていったが、その終盤に設置された遺伝
子解析研究室（1987年）が篠崎一雄を主任研究員に迎えて、1989年に「植物
分子生物学研究室」となった。これは理研で初めて植物分子生物学の名称を前面
に押し出した研究室であり、2005年3月まで存続した。
　名称や研究内容の面では、この植物分子生物学研究室が、ゲノム科学総合研究
センターのグループ（1999年10月設置）→植物科学研究センター（第2期）→
環境資源科学研究センター（2013年4月設立）へとつながる源流の一つとなった。
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ࠜ拠となった過去2年間に発表された論文が、どれだけ多く引用されたかを基準
にબ考される、ϗットϖーパーとしてノミネートされた11報の論文には、植物
科学研究センターの研究者や共同研究者が多く共著者として名を࿈ねている。こ
のことは植物科学分野のみならず、植物科学研究センターが国際的に高い評価を
得ていることを示したことになる。ほかのリーダーに関しても、੪౻和ق、神୩
༐࣏、നਢݡ、Ḇ໌ݪؔ、ۉݪ、ฏҪ༏ඒらがトムソン・ロイター社のHighly 
Cited Researchersにબ出され、理研の植物科学分野の国際的な高い評価が実ূ
された。さらに、理研は、500報以上の論文を発表する研究機関のうち、植物・
ಈ物科学研究分野での論文引用度が世界第2位であった。さらに、植物科学研究
センターは、当֘分野のハブとしての役割を果たしており、最先端基盤整備事業
による大学・研究機関の研究技術基盤のネットワーク構築を進めて大型機器の整
備と共用による利用ଅ進を進めた。また、二ࢎ化୸素の資源化に関࿈して、植物
科学が主体となる研究プロジェクト（CREST〈科学技術ৼڵ機構ç戦略的創造
研究推進事業çチーム型研究〉、PRESTO〈科学技術ৼڵ機構ç戦略的創造研究推
進事業çݸ人型研究（さきがけ）〉、ALCA〈科学技術ৼڵ機構ç戦略的創造研究
推進事業ç先端的௿୸素化技術開発〉、SIP〈内ֳ府ç総合科学技術・イノベーショ
ン会議ç戦略的イノベーション創造プログラム〉など）の立ち上げにਚ力した。
　植物科学研究センター（第1期、第2期）の組織図は第ᶙ編「研究室の推移」
に示した。

第2節　系譜2：化学（ケミカルバイオロジー、
触媒化学）の源流

　異分野融合型戦略センターである環境資源科学研究センターのもう一つの分野、
化学分野の源流は、1922年に開設された研究組織、いわゆる主任研究員研究室
にある（ 88年史  7ɼ51-64ϖージ）。主任研究員研究室はݸ々の研究室が独立し
て各分野の研究を独自のテーマで推進しており、最大で50を௒える研究室があっ
た。主任研究員の定年、転出などの際は新たな研究室として、研究分野もその時
点で最దなものが再設定され、その任に最దな主任研究員が理研内外から࠾用さ
れた。1922年以降、これらの研究室体制をଋねる組織はແかったが、2002年4
月に「中央研究所」が設立され、主任研究員研究室は中央研究所の所ଐとなった。
このあたりのৄ細は 88年史  561-581ϖージをࢀরされたい。なお、中央研究所は、
独立行政法人化後の第2期中期計画（2008年4月-2013年3月）開始時に、「フ
ロンティア研究システム」を統合して「基幹研究所」に改組された。さらに、第
3期中期計画（2013年4月-2018年3月）開始時には基幹研究所は解ࢄし、今度
は任期制をも含む主任研究員研究室の体制となった（このあたりの経緯について
は本書Ⅱ編1部1、2章をࢀরされたい）。
　環境資源科学研究センターは、これらの研究室体制から生まれた二つの研究組
織、「ケミカルバイオロジー研究領域」と「グリーン未来物質創成研究領域（の
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一部）」、および植物科学研究センターを統合して設立された。

ケミカルバイオロジー研究領域（2008年4月設置）
　「ケミカルバイオロジー」は、化学的手法を駆使して生物学に挑む研究分野で
あり、従来の分子生物学ではࠔ೉であった生命機能解析を可能とし、新たな現৅
とメカニズムの発見に基づく創ༀ研究にも大きく貢献し得るものである。「ケミ
カルバイオロジー研究領域（領域長ɿ௕ా༟೭）」は、中央研究所に所ଐする関
係分野の主任研究員研究室が࿈ܞして、第2期中期計画の開始時に設置された。
ちなみに、このような複数の研究室が࿈ܞして一つのプロジェクトを推進する組
織を形成する形態は、1977年4月に設置された「レーザー科学研究グループ」
が最初である。ケミカルバイオロジー研究領域は、その研究機能の大部分が環境
資源科学研究センターへ統合された（長ా裕೭主任研究員、٢ాູ主任研究員、
କԬࢠװ主任研究員がࢀ加）。
　本研究領域では、
　　⿠�ඍ生物由来のఱવ化合物を系統的にऩ集した化合物バンク（NPDepo）

を構築し、本研究領域に必要な化合物ライブラリーを提供する
　　⿠�大量かつ高速のスクリーニングに対応可能な化合物アレイを作੡するとと

もにデータベース（NPEdia）を構築し、所内外の研究者に広く提供する
体制を築く

　　⿠�上述の化合物ライブラリーから、画期的な生理活性খ分子を探ࡧするため
のスクリーニング系を構築し、生命機能の理解と制ޚに役立つバイオプ
ローブを創出する

　　⿠�౶࠯が関࿈する生命機能を多様なアプローチから解明し、౶࠯不全等に起
Ҽするさまざまな࣬ױの਍断・࣏ྍにつながる研究を展開する

こととした。

ケミカルバイオロジー研究領域の成果
　ケミカルバイオロジー研究領域では、化合物バンク構築、スクリーニング、્
発見、メカニズム研究へと展開することにより、基礎研究だけでなく創ༀ研ࡎ֐
究の基盤を構築することを目指した。その結果、以下の主要な成果を得た。
 1  ɽ当初目標のほぼ2ഒである39500もの化合物をऩ集อ؅し、その半分が

ఱવ物およびその༠導体から構成される世界に類のない化合物ライブラ
リーを構築

 2  ɽNPDepo化合物ライブラリーの໿3ສ化合物を౥載した12छ類の化合
物アレイと、໿1ສのඍ生物代ँ物フラクションを౥載した5छの化合
物アレイを提供（2012年度より支援システムとして運用を開始）

 3  ɽ化合物提供支援スΩームや化合物構造の類似性・多様性をࢹ覚化したス
Ωーム、生物データベース、MS/UVスϖクトルデータベースの構築や、
タンパク質-リΨンド相ޓ作用のݕ出感度を向上させるリンカー構造お
よびリンカー導ೖ法の最ద化などによる、ライブラリーの提供やスク
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リーニングシステムの向上
 4  ɽ代ँ化合物に基づく物性データベース（NPPlot）を拡ுし、3000छの

スϖクトルデータを登࿥
 5  ɽ化合物データベース（NPEdia）に、得られた新規化合物などの物理化

学的情報や、化合物評価系による生物活性情報を集積
 6  ɽ化合物バンクを࣠としたケミカルバイオロジー研究がドイツ・マックス

プランク研究所に評価され、その発展を目的とした国際࿈ܞ研究室を設
置

 7  ɽタンパク質SUMO化、ώストンアセチル化、ώストンメチル化߬素્
特異的なױώストンの຋༁後修০や࣬、ࡎ֐ώトタンΩラーゼ્、ࡎ֐
プロテアーゼに対する્ࡎ֐のほか、12छ類の新規のスクリーニング
系を確立して新規્ࡎ֐の探ࡧを実施し、世界初の߬素્ࡎ֐を含む
15छ類以上の活性物質を同定

 8  ɽ確立したスクリーニング系を用いて、植物ந出ӷからSUMO化્֐活
性物質であるギンコールࢎを発見し、その標的がSUMO化に関わる3
छ類の߬素のうちE1であることをಥき止めた。タンパク質SUMO化્
の発見は世界初ࡎ֐

 9  ɽώストンメチル化߬素્֐物質を同定し、細胞ಟ性の௿いώストンメチ
ル化߬素્ࡎ֐の基本骨格を見いだした

 10 ɽNF-ДBによる転ࣸおよびIДBのリンࢎ化を評価する系を確立し、フィ
サリンBがこれらへの્֐活性を示すことを解明

 11 ɽώストンのアセチル化を生細胞内でݕ出できる、ܬ光共໐エネルギー移
ಈ（FRET）を利用したܬ光プローブHistac開発に成ޭ。ώストンのア
セチル化の変化を生細胞内でリアルタイムに観察することが可能になっ
た

 12 ɽ߬฼を用いた໢羅的な遺伝学的相ޓ作用解析を基盤とした、化合物の標
的分子同定法を確立

 13 ɽバーコード化した遺伝子ライブラリーを構築し、ಥવ変異体のݪҼ遺伝
子の؆ศな解明法を確立

 14 ɽ新規߅がんࡎが؊؞細胞において増৩Ҽ子受容体の発現௿下を介して細
胞ࢮを引き起こすことを発見

 15 ɽ߅カビ物質「セオネラミド」が、細胞ບに結合して細胞นの異常合成を
༠導するという従来とは異なる新規メカニズムを解明

 16 ɽ遺伝子過৒発現スクリーニングとDNAマイクロアレイを組み合わせた
細胞内ༀࡎ標的分子を同定する新手法の確立に成ޭしたほか、がんマー
カーの一つであるグルタチオン転移߬素の細胞内ܬ光ݕ出法を開発

 17 ɽ一ճのༀࡎॲ理で໿5000छ類もの化合物に対する反応を同時に決定す
る系を確立し、多数の活性物質の標的分子を同定。作用メカニズムをਝ
速に解明することが可能になった

 18 ɽ౶転移߬素ܽଛマウスの解析により、特定のシアルࢎ含有౶࠯がප的݂
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؅新生を調અする分子メカニズム機構を初めて解明。౶࠯をターゲット
にした؅݂߅新生્ࡎ֐開発の礎となった

 19 ɽ౶೘පのインスリン分ൻ不全を౶࠯により改ળできることを世界で初め
て発見

 20 ɽ୤౶߬࠯素であるPNGaseの活性に依存的なタンパク質分解の分子機構
のৄ細およびモデルಈ植物のPNGaseܽଛגの表現型を明らかにした

 21 ɽ౶࠯୤཭߬素依存的なখ胞体関࿈分解機構の解析により、新規メカニズ
ムを解明し、߬素活性非依存的な生理活性の存在を示した

 22 ɽ特定౶タンパク質౶࠯の画期的な分子イメージングの技術を確立し、౶
タンパク質のGFP൛ともいえる技術革新に成ޭ

 23 ɽ確立した解析系を駆使して、オートフΝジーが༡཭౶࠯の代ँに関与す
るというこれまでの定આを෴す新たな機構を明らかにした

 24 ɽ各छ౶࠯構造改変マウスを用いた解析により、౶࠯が݂؅新生、神経修
෮、免疫機能など生体内の機能において果たす役割を解明

 25 ɽ出芽߬฼における౶࠯の非リソソーム代ँのৄ細を解明し、特定౶࠯の
観察条݅を確立したほか、出芽߬฼における༡཭౶࠯の精੡や分解機構
の解析を行い、ᄡೕಈ物とのҧいを解明

 26 ɽ異常౶タンパク質をัまえるレクチンの立体構造を解明し、異常型౶࠯
の認識機構を解明

 27 ɽ2型౶೘පに関わるグルコース༌送体GLUT4は、༌送体に付加する
たった一つの౶࠯により正しい経࿏を経てインスリンに応౴することを
解明

 28 ɽ脳݂؅内ൽ細胞特異的なアミロイドB前駆体タンパク質を発見し、神経
変性࣬ױに対する早期਍断マーカーへの可能性を提এ

 29 ɽຫ性ด࠹性ഏ࣬ױや神経変性࣬ױをはじめとした生活श׳පの進行に関
わる౶࠯と౶࠯を認識するタンパク質の機能を明らかにし、バイオマー
カー開発と創ༀシーズ探ࡧを実施して特ڐを出願

 30 ɽアルコール性؊障֐時にタンパク質Ս߬ڮ素TG2が転ࣸҼ子Sp1をՍ
経࿏を発見ࢮを引き起こすという新規細胞ࢮ不活性化し、؊細胞・ڮ

　なお、化合物バンクを࣠としたケミカルバイオロジー研究がドイツ・マックス
プランク研究所に評価され、その発展を目的としたケミカルバイオロジー分野に
おける横断的取り組みとして、理研-マックスプランク࿈ܞ研究センターが設置
された（前述の成果6ɽ）。続けてほかにも理研-KRIBB（ؖ国）࿈ܞ研究チーム、
理研-USM（マレーシア）࿈ܞ研究チームが設置され、人的ަ流・リソースの相
活用を進めることにより、国際的な当֘分野の研究を強化するとともに、研究ޓ
の流ಈ性を確อした。これらの国際࿈ܞ部門は環境資源科学研究センターには継
ঝされず、理研全体の国内外࿈ܞ統ׅ部門（グローバル研究クラスタ、2013年
4月設置、クラスタ長ɿۄඌᚠฏ）に移؅された（グローバル研究クラスタにつ
いては本編第1部第1章をࢀরされたい）。（マックスプランクとKRIBBについ
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ては、その後2017年3月に環境資源科学研究センターに移؅された。）
　さらに、創ༀ・医ྍ技術基盤プログラム（後述）の2Ϣニットが、ケミカルバ
イオロジー研究領域内に࿈ܞ部門として設置されていたが、この2Ϣニットは
2013年4月にケミカルバイオロジー研究領域とともに、࿈ܞ部門のまま環境資
源科学研究センターに移؅された。
　ケミカルバイオロジー研究領域の組織図は、第ᶙ編「研究室の推移」に示され
ている。

グリーン未来物質創成研究領域（2010年4月設置）
　環境・エネルギー・ݩ素資源問題といったۓ٤の問題解決のためには、ط存の
技術の改ྑ・高度化と並行して、知見が๡しい物理現৅の解明や革新的技術を実
現する新ݪ理の発見や新物質の創成が不可ܽである。このようなഎܠを踏まえ、
「グリーン未来物質創成研究領域（領域長ɿۄඌᚠ平）」は、第2期中期計画の開
始2年後の2010年4月に、基幹研究所に所ଐする関係分野の主任研究員研究室が
࿈ܞして設置された。本研究領域では、化学系、物質・材料系が融合した研究が
行われていたが、その中の৮ഔ化学系のグループが、環境資源科学研究センター
へ統合された。ࢀ加したのはިঌຽ主任研究員、କԬ幹子主任研究員、内ࢁਅ৳
チームリーダー、ॅڕହ޿チームリーダーである。残りのグループの一部は、第
3期中期計画開始時に設立された新たな研究センター「創発物性科学研究セン
ター（2013年4月設立）」へ継ঝされている（グリーン未来物質創成研究領域に
ついては本編第1部第1章をࢀর）。
　本研究領域では、これまで基幹研究所で研究されてきた物質基礎研究の成果を
活かし、物性物理、高分子科学、有機合成化学、ݩ素科学の融合研究を行った。
具体的には、
　　⿠�物質中における電子の状態変化を利用した高効率೤電変換材料や高Թ௒電

導体、99ˋ以上ਫでできた環境ෛՙのখさいソフトマテリアル等の「革

Episode 「領域」って何？

　理研の研究系の組織名称に「○○領域」という表現が初めて登場したのは、ゲ
ノム科学総合研究センターが改組された後である（2008年4月）。この「領域」
という言葉は、土地や海のような二次元的に広がった面の状態を連想させる一方
で、力や規定が及ぶ範囲を示している。これを組織名として用いるのは、なかな
か勇気のいることだったと思われるが、当事者はどのような経緯と判断でこの言
葉を選んだのであろうか。100年後、この「○○領域」は生き残っているのか、
それとも死語になっているのか。ちなみに理研の規程では、この「領域」の英語
名は「Center」または「Department」であり、至って普通の名称である。
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新的機能材料」の創出
　　⿠ݩ�素資源戦略に基づいたݪ子効率100ˋ物質変換プロセスを実現する「高

効率৮ഔ反応系」の創出
を実現し、新たな学理基盤を構築することにより地球規模の問題のࠀ෰に貢献す
ることを目指した。グリーン未来物質創成研究領域では、以下の主要な成果を得
た。

グリーン未来物質創成研究領域の成果
 1  ɽイリジウムࢎ化物のスピン・ي道相ޓ作用による新奇電子状態の発見と

そのৼ෣いの実ূ
 2  ɽ೤ଌ定や࣓֩気共໐を駆使しての量子スピンӷ体状態の解明
 3  ɽ有機物質での量子ৼಈによるディラック電子系の発見と実ূ
 4  ɽ高ѹ合成も駆使したエΩκチック௒伝導状態の開発と解明
 5  ɽر౔類を用いた高性能重合৮ഔの開発
 6  ɽ金ଐ৮ഔを用いた୸素-ਫ素結合の活性化により、多くの有用有機分子

骨格の一段階合成を可能にした
 7  ɽ多金ଐώドリドクラスターの合成と構造解析により、新たなਫ素ٵଂ材

料としての可能性を示した
 8  ɽѥԖアートࡨ体の反応性を応用した有機ケイ素化合物の新規合成法の開

発
 9  ɽ計算化学を用いた反応経࿏自ಈ探ࡧ法の開発
 10 ɽ有機ബບଠཅ電஑に資するアズレンॖ環フタロシアニン৭素、๕߳଒性

と反๕߳଒性をスイッチするۙ੺外৭素の開発
 11 ɽܻ外れに高い活性を持つ不༹性高分子イミダκール-パラジウム৮ഔを

見いだした
 12 ɽマイクロリアクター内にパラジウムࡨ体৮ഔບを形成したフロー型マイ

クロデバイスの作成に成ޭ
 13 ɽ࣓場への応౴の異方性を示すࢎ化チタンナノシート系アクアゲルの創੡
 14 ɽアκベンゼンの大面積・3次ݩ分子配向制ޚによる光-力学エネルギー

の変換の実現
 15 ɽヘΩサベンκコロネンを用いたグラフΝイト状半導体ナノチューブセグ

メントの組織化に成ޭ
 16 ɽテトラアザϙルフィリン༠導体分子設計によるn型半導体化新規ドナー

材料の開発
 17 ɽ強い光ٵऩを示すアクセプターを用いたBHJタイプのബບ型ଠཅ電஑の

開発
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第3節　系譜3：技術基盤部門（研究支援部門）
の源流

　理研はその設立当初から、最先端の研究に不可ܽな研究支援部門のॆ実に努め
てきた。研究とそれを支える技術はंの両ྠとしておޓいに発展し合っていくも
のであり、理研がその高度なアクティビティを長きにわたって維持できているの
も、研究に引けを取らない高度な技術、すなわち技術基盤を持ち続けているから
である。
　こういったഎܠを受け、ۙ年になって理研に設立された研究センター等におい
ても、研究支援部門を設置しているところは多い。環境資源科学研究センターに
おいても「技術基盤部門」を置き、分子の構造解析技術や遺伝子解析技術の開発、
提供を行っている。
　環境資源科学研究センターの技術基盤部門には、さらに二つのルーツがある。
一つは和光地区（現・和光事業所）において分子の構造解析を行う部門で、௿分
子の化学物質や高分子の生体分子、遺伝子解析技術を有している。この部門の源
流は、特殊法人となったとき（1958年10月）に設置されていた試作部にḪる。
試作部は最先端の研究૷置の੡作等を中心に、工作部（1964年4月）、技術部
（1984年4月）と名称等を変更しながら存続してきた。そして、1988年4月に業
務内容を抜本的に見直し（この経緯についてはⅠ編2部3章「工作部の100年」
をࢀরされたい）、研究基盤技術部として改組されたときに化学物質の構造解析
を行う部門（分子構造解析室）が設置され、以来、生体分子解析室を加えて
（1991年3月）今日にࢸっている。所ଐについては研究基盤技術部をൽ切りに、
物質基盤研究部（1999年4月）、先端技術開発支援センター（中央研究所、2003
年10月ɿ独立行政法人設立・第1期中期計画開始時）、先端技術基盤部門（基幹

Episode 研究支援部門という宝物

　和光（現・和光事業所）の研究支援部門は、理化学研究所の開設時から存続す
る日本ではほかに例を見ない部門である。当時は、最先端の研究をするために、
研究者が必要とする実験装置や計測等を実現するための最先端機器（もちろん、
市販品は無い）を、研究者とともに試作・開発・製作してきた（詳細は第Ⅰ編第
2部第3章を参照）。その後、各種の高度な分析・解析および関連技術を行う部
門も設置／統合され、研究と技術の車の両輪として活動している。
　これらの研究支援部門は独立行政法人化以降、今日までの期間で（特に第2期
中期計画から第3期中期計画にかけて）複雑に推移しているが、そのあたりの全
体像の把握は困難である。研究支援部門の変遷の全体像が明らかにされるととも
に、理研100年を支えてきたその正当な評価が望まれる。
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研究所、2008年4月ɿ第2期中期計画開始時）、ケミカルバイオロジー研究領域
（2009年10月）、グローバル研究クラスタ（2013年4月ɿ第3期中期計画開始時）、
と複ࡶに推移し、2015年4月から環境資源科学研究センターの技術基盤部門と
なった。
　もう一つのルーツは、植物科学研究センター（第2期）から各グループ、チー
ム内で活ಈしていた技術基盤を担う部分であり、横浜研究所（現・横浜事業所）
においてメタボロームおよび植物ϗルモン解析基盤とݦඍڸ解析基盤として植物
由来分子の質量分析、代ँプロフΝイル解析および細胞組織のݦඍڸ解析を行っ
ていた。こちらは大きな変更はなく、植物科学研究センター（第2期）から環境
資源科学研究センターの所ଐとして推移し、2015年4月に和光地区の分子構造
解析の部門と統合して技術基盤部門の一部となった。

第4節　系譜4：バイオマス工学研究部門 
（および創薬・医療技術基盤プログラム）

　環境資源科学研究センターの組織のうち、バイオマス工学研究部門は、環境資
源科学研究センター設立2年後の2015年4月に統合された部門である。当初、バ
イオマス工学研究部門は、2010年4月に設置された「社会知創成事業」ࡿ下の
組織ɿバイオマス工学研究プログラムとして開始された。

社会知創成事業（2010年4月設置）
　社会知創成事業は、理研の研究成果の社会ؐݩを一૚推進するべく、それまで
の知的財産の؅理・統ׅ部門を改組して2010年4月に設置された。この事業は、
を、理研全体の知識として分野「人知ݸ」々の研究者による発見・発明であるݸ
横断的に研究を推進することにより「理研知」を生み出し、さらに産業界や外部
研究機関等と࿈ܞしながら、社会に役立つ社会全体が共有する知識（社会知）を
生み出すことを目的としていた（この経緯については第Ⅰ編第3部第1章をࢀর
されたい）。この組織（ちなみに「事業」は組織名称である）の下に置かれたい
くつかのプログラムのうち、「バイオマス工学研究プログラム」と「創ༀ・医ྍ
技術基盤プログラム」が環境資源科学研究センターに関係する。
　なお、「社会知創成事業」は2015年7月に改称され、「産業࿈ܞ本部」となった。

①çバイオマス工学研究プログラム
　バイオマス工学研究プログラム（プログラムディレクターɿࣰ࡚一༤）は、光
合成により二ࢎ化୸素を資源化する植物の能力を最大限に利用し、౶質、ࢷ質や
セルロースなどのバイオマスを増産し、植物バイオマスをݪ料としてバイオプラ
スチックなどの新バイオ素材を創る新たな技術を確立することにより、「グリー
ンイノベーション」の創出、つまりは社会知の形成の貢献に向けた活ಈを行う部
門である。
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　研究実施場所は横浜研究所（現・横浜事業所）と和光地区（現・和光事業所）
に分ࢄしていた。また、バイオリソースセンターとの横断࿈ܞのためのチームが
筑波事業所にも存在している。これは現在（2016年）も変わっていない。

②ç創ༀ・医ྍ技術基盤プログラム
　創ༀ・医ྍ技術基盤プログラム（プログラムディレクターɿޙ౻ढ़உ）は、基
礎࣬ױ研究から見いだされる創ༀ標的（࣬ױ関࿈タンパク質）を対৅に、各研究
センターが設置する創ༀ基盤Ϣニットが࿈ܞして医ༀ品のީิとなる௿分子化合
物、߅体等の新規物質を創成し、知的財産の取得を目指す創ༀ・医ྍ技術テーマ
を推進する部門である。このために理化学研究所内各研究センターに۝つの創ༀ
基盤Ϣニットを設置した。現在（2016年）、このうちの2Ϣニットがケミカルバ
イオロジー研究領域～基幹研究所（2012年度のみ）を経て環境資源科学研究セ
ンター内に࿈ܞ部門として設置されている。（創ༀ・医ྍ技術基盤プログラム組
織図は本書資料編に示されるが、そのうち環境資源科学研究センターに関わる部
分を図2に示す）

バイオマス工学研究プログラムの設置経緯
　バイオマス工学研究プログラムは、2009年当初からその設置のݕ౼が開始さ
れていた。植物科学研究センターは植物科学分野で、高ඃ引用度の論文数が日本
で1位、世界で2位となった（トムソン・ロイターの調査）が、この時期以降に
基礎植物科学からの応用展開が強く求められるようになったこと、モデル植物の
植物研究だけでは応用展開が೉しくなったことから、ࣰ࡚一༤センター長は、ඍ
生物学や化学との࿈ܞ研究を模ࡧしていた。実際に植物科学研究センターは、
2009年11月の政府による事業仕分けで、基礎科学だけでなく応用分野にも展開
することが求められた。一方、2009年3月15、16日にভೆ国際ଜで開࠵された
第14ճ理事長フΝンドワークショップにおいて、理研内の分野横断型、目標達成
型の研究プロジェクトの立案・ݕ౼の一環として、ࣰ࡚一༤センター長がバイオ
マスエンジニアリング研究（バイオマス工学研究の当初の名称）に関するプレゼ
ンテーションを実施し、植物科学研究センターと基幹研究所との࿈ܞで、異分野
࿈ܞの課題を立てることを議論した。
　2009年6月以降、理研プライオリティー会議（現在は研究戦略会議）や理事
会メンバーへバイオマスエンジニアリング研究の֓要をઆ明、その後経営企画部
と横浜研究推進部との調整を進め、土肥義治理事（当時）も研究計画の策定に加
わった。2009年8月の理事会において、理化学研究所として2010年度の֓算要
求に含めることを決定した。
　2009年9月には内ֳ府、総合科学技術会議でのώアリング（環境エネルギー

ਤ ùɹ૑ༀɾҩྍٕज़ج൫ϓϩάϥϜ૊৫ਤʢݯࢿڥ؀科ֶڀݚηϯλʔʹ܎Δ΋ͷͷΈʣ
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部会）があり、ࣰ࡚センター長がプレゼンテーションを行い、A評価を得た。
2010年1月29、30日には理化学研究所政策リトリート（ϗテル日ߤ๛ڮ）にお
いて、バイオマスエンジニアリング研究プログラムに関して理研内へઆ明が行わ
れた。
　2010年3月には研究チームおよびPI（Prineipal Investigator）のબ定が行わ
れた。バイオマス研究基盤チーム（PIは植物科学研究センターからࣰ࡚一༤）、
合成ゲノミクス研究グループ（PIは植物科学研究センターからদҪೆ）、セル
ロース生産研究チーム（PIは植物科学研究センターからग़ଜ୓）（以上3チーム
は横浜研究所）、バイオプラスチック研究チーム（PIは基幹研究所からѨ部英ت）、
߬素研究チーム（PIはࣰ࡚一༤（兼務））（以上2チームは和光研究所）の計5
チームをબ定した。バイオマス研究基盤チームの一部は筑波事業所に設置した。
౔ං義࣏理事は社会知創成事業本部長として支援することとなった。
　名称に関しては、野依良治理事長のࡋ定でバイオマス工学研究プログラムに決
定した。

　2010年4月、バイオマス工学研究プログラムは社会知創成事業の横断࿈ܞ研
究プログラムとして設置され、植物科学研究センターとは別のプロジェクトとな
ることが決定した。予算は5.6ԯԁ（後に7.1ԯԁまで増ֹ）。うち植物科学研究
センターからは1.5ԯԁを拠出して、バイオマス工学研究プログラムへ移؅した。
プログラムディレクターはࣰ࡚一༤植物科学研究センター長が兼務した。

　設置後の2010年4月に、Ωックオフリトリートがভೆ国際ଜで行われた。
2010年5月29日には、学術会議シンϙジウム「植物科学からのグリーンイノベー
ションへの貢献」を開࠵した。多数のࢀ加者があり、学会関係者だけでなく、内
ֳ府や文部科学ল研究開発ہ環境エネルギー課、研究ৼہڵライフサイエンス課
へも、本プログラムをアピールするྑい機会となった。加えて、2009年に事業
仕分けの対৅になった植物科学研究センターへの各界からの支援を求め、植物科
学からのイノベーションの重要性を訴える大きなアピールの機会にもなった。そ
の後、ࣰ࡚センター長は国会議員に対しても、植物科学からのイノベーションや
社会貢献に関してઆ明を行う機会にܙまれた。その後、本研究分野は文部科学ল
の植物科学の最先端基盤整備事業に࠾୒、2011年には同লのグリーンネットワー
ク・オブ・エクセレンス事業の一つとして、植物バイオマス生産と利活用のプロ
ジェクトの立案に発展し、さらに同年の科学技術ৼڵ事業団のCREST・さきが
け（ү֋জ総ׅ）の戦略目標の࠾୒につながった。こうして、グリーンイノベー
ション政策への植物科学からの貢献が進み、論文の引用度の高さ、国際的な高い
評価と相まって、社会貢献への期଴が高まった。科学技術界から社会へのアピー
ルを積極的に行った結果の事例である。

統合の成果
　2010年຤に、バイオマス工学研究プログラム強化のため、ඍ生物によるバイ
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オリフΝイナリー研究を目指す、バイオプラスチック以外の有用物質の生産を行
う新チームの設置をݕ౼した。そして2011年2月から4月にかけて、神戸大学工
学部のۙ౻ত඙ڭतらとともに新チーム立ち上げに関して打ち合わせを行い、
2011年5月23-25日の社会知創成事業アドバイザリーカウンシルにおいて、バイ
オマス工学研究プログラムおよび各チームの評価とともに新チームの設置、ࣰ࡚
一༤が兼務していた߬素研究チームリーダーのબ考を提案した。
　2012年4月、߬素研究チームリーダーにপాܓ司がண任するとともに、新た
に細胞生産チームを設置した（チームリーダーɿۙ౻ত඙）。これによりバイオ
マス工学研究の全体૾（6チーム）が確定した。
　先に述べたように、本プログラムディレクターは、ࣰ࡚環境資源科学研究セン
ター長が兼務として任命されていたが、その際、ద切な෭プログラムディレク
ターを࠾用してバイオマス工学研究プログラムの推進体制を強化し、運営を分担
することが条݅とされていた。特に社会知創成事業では、社会実૷として企業と
の࿈ܞをより強くしていく必要があり、社会知創成事業の事業開発室との࿈ܞを
重要ࢹした。
　2013年4月の環境資源科学研究センターの設立時に、バイオマス工学研究プ
ログラムの研究チームは、環境資源科学研究センターの࿈ܞ部門として位置づけ
られた。予算は引き続き社会知創成事業のバイオマス工学研究プログラムとされ、
研究は環境資源科学研究センターにおいて実施することとなった。2014年4月
には、バイオマス工学研究プログラムに෭プログラムディレクターとして、ࣰݪ
健司（ݩ৿ྛ総合研究所研究コーディネーター（生物機能研究担当））がண任し、
国立研究機関や企業との࿈ܞ推進体制を強化した。

　2014年5月の社会知創成事業アドバイザリーカウンシルにおいて、環境資源
科学研究センターとバイオマス工学研究プログラムの一体化についての議論がな
され、統合により高い相乗効果が得られる研究組織となることが期଴できるとし
て、統合について高く評価された。また、2014年6月の環境資源科学研究セン
ターアドバイザリーカウンシルにおいても、一体となって研究開発を行うことが、
より一૚の相乗効果があると提言された。これらを受けて、2015年4月、社会
知創成事業からバイオマス工学研究プログラムの全ての機能が環境資源科学研究
センターに統合され、バイオマス工学研究部門となった。෭プログラムディレク
ターのࣰ݈࢘ݪは、環境資源科学研究センターのコーディネーターとなった。な
お、中期計画において、バイオマス工学に関する理化学研究所内および企業࿈ܞ
のଅ進については、引き続きバイオマス工学研究部門において事業を実施してい
くこととしている。
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第5節　環境資源科学研究センター（CSRS）の
設立と運営

環境資源科学研究センターの設立経緯
　冒頭に述べたとおり、第3期中期計画（2013年4月-2018年3月）においては、
理研の戦略センターの方向性が、分野特化型から異分野融合型の学際研究に転換
され、基礎科学の推進だけでなく、イノベーション創出を重ࢹした研究が求めら
れることとなった。環境資源科学研究センターはそうした状گを受け、次期計画
を策定する時期にあった植物科学研究センターを中心に、和光地区の化学分野の
研究組織を統合して、異分野融合型の研究センターとして設立された。そして、
第3期中期計画のもう一つの柱であるイノベーション創出にも重点を置き、ଞল
ிや民間企業等との࿈ܞを積極的に推進している。環境資源科学研究センターの
設立に向けてのݕ౼は、バイオマス工学プログラムの設置を受けて2010年の中
͝ろから始まっていた。

　2010年8月に理事長、理事会メンバー、横浜事業所長、主任研究員等をメン
バーとした「理研の今後10年を考える会」が発足した。メンバーは理事会メン
バー、๛ౡٱਅஉ、小川智也、ۄඌᚠ平、大熊健司、ੴ川఩也、ᓎҪതّ、ฏ野
ୡ也。事務ہは経営企画部。2010年12月までに全4ճ開࠵し、次期中期計画策
定に向けた基本方針が策定された。
　2011年1月に理化学研究所研究政策リトリートが開࠵され、ST（Science 
and Technology）からSTI（Science, Technology and Innovation）への転換
等、次期中期計画策定に向けた理事長の基本方針が各PIにઆ明された。また、
2011年10月に開࠵された第8ճRACにおいて、次期（第3期）中期計画策定の
基本方針がࢾ問された。

　2011年10月には理事会が横浜研究所の全面改組に関する方針を決定した。全
面改組等の方針策定に際しては、2011年5月以降から主要な理化学研究所研究
者にݸ別にώアリングを行い、決定された。このとき、設立から10年を௒えた
戦略センターの大෯改組に関しては、当વ、文部科学লの指導もあったものと思
われる。また、基幹研究所の5年間での解ࢄ（2013年3月）も議論されたと推定
される。
　2011年11月に開࠵された研究戦略会議において、ࣰ࡚一༤植物科学研究セン
ター長が新センターにおける研究の方向性をઆ明した。題名は「資源・エネル
ギーの環境ద応生産に関する生物合成科学（グリーンフΝクトリー研究）」で
あった。
　一方、植物科学研究センターは和光の基幹研究所と࿈ܞを模ࡧしており理事長
フΝンド「光合成研究」での࿈ܞをݩに、ި有機金ଐ化学研究室（主任研究員ɿ
ިঌ民、ౡོଇઐ任研究員）と植物科学と化学࿈ܞによるグリーンイノベーショ
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ン関࿈のセンター設立に向けて࿈ܞのݕ౼を開始した。「光合成研究」では、主
に植物の光合成をもとに人工光合成をݕ౼することで、植物科学と৮ഔ化学の異
分野࿈ܞを進めることとしていた。また、光合成の効率向上による二ࢎ化୸素の
効率的なݻ定と利用に新しいࢹ点を見いだすことも目的の一つであった。
　2011年12月、所長・センター長会議において、理事会（川合眞紀理事）より
ৄ細な理化学研究所の今後の組織図案がެ開され、また、コアPI制度について
આ明があった。さらに基幹研究所の解ࢄ等、理事会の方針がઆ明された（このあ
たりの経緯については本編第1部第1-2章をࢀরされたい）。
　ケミカルバイオロジー研究領域においては、当初、生物系基盤センターの設立
を目指していた。しかし、野依ྑ࣏理事長、౔ං義࣏理事の指導で、植物科学研
究センターとともにグリーンイノベーション関࿈の戦略センターの設立にࢀ画す
ることとなった。
　2012年1月からは、新センター設立メンバーで設立のための協議が開始された。
植物科学研究センターが主導（ࣰ࡚一༤センター長、੪౻和ق෭センター長、ന
ਢݡグループディレクター、Ḇۉݪグループディレクター）し、基幹研究所のグ
リーン未来物質創成研究領域（৮ഔ化学ɿިঌ民主任研究員、କԬ幹子主任研究
員、ۄඌᚠ平所長）とケミカルバイオロジー研究領域（長ా裕೭主任研究員、٢
ాູ主任研究員）との࿈ܞについて、具体的な協議を開始した。協議は経営企画
部により大ےが確定した。
　理化学研究所研究政策リトリート（2012年1月27、28日、浜名ބロイϠルϗ
テル）において、ࣰ࡚一༤植物科学研究センター長が目指す研究成果等新セン
ターの֓要をઆ明した。当時は、新センターの名称が確定しておらず、センター
名称を「生物環境資源化学研究センター（Ծ称）」としてઆ明していた。
　2012年2月からは新センター設立に向けた準備を開始した。経営企画部の協
力の下、新センターにおける予算要求を準備するとともに、新センターの基本方
針、プロジェクト内容のݕ౼が進められた。同時に、2012年2月には文部科学
ল環境エネルギー課（ా߁ޱ課長、4月からはࣰ࡚ࢤࢿ課長）および同ライフサ
イエンス課（൘૔߁༸課長）に対し、新センターの骨子についてઆ明した。આ明
者はࣰ࡚一༤、長ా裕೭、੪౻和ق。文部科学লでは、ライフサイエンス課では
なく、環境エネルギー課が新センターを所ঠする方向でݕ౼された。また、第3
期中期計画ݕ౼ҕ員会において、ࣰ࡚一༤植物科学研究センター長が新センター
の֓要をઆ明した。ҕ員会のメンバーは理事会メンバー、খ઒ஐ໵、๛ౡٱ真உ、
。ಓ、ଞ事務系職員޺௶্、ඌᚠ平ۄ
　2012年3月に、新センターの名称「環境資源科学研究センター」（Center for 
Sustainable Resource Science）、研究プロジェクトの֓要が決定した。名称に
ついては、野依ྑ࣏理事長により、研究分野（生物学や化学）をೖれず、新たな
環境資源に貢献する科学を推進することとし決定した。これにはଞ分野の研究者
のࢀ加をקめる意味もあった。また、センターミッションがグリーンイノベー
ションであることから、文部科学ল研究開発ہ環境エネルギー課が所ঠすること
が確定した。
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　2012年4月、環境エネルギー課に対し、֓算要求を踏まえた新センターの研
究֓要をઆ明した。ࢀ加者はࣰ࡚一༤、長ా裕೭、ިঌ民、ງ内義規、ほか。文
部科学লは෱Ҫढ़ӳ環境科学技術推進ࠓ、׭ଜ߶ࢤ課長ิࠤ。
　また、ިঌ民主任研究員の৮ഔ関係（஠素）を柱とする方向での֓算要求をݕ
౼した。さらに、2012年度に終了の決定した植物科学研究センターの『13年記
೦ࢽ』の発行と「記೦シンϙジウム」（10月20日）の開࠵を決定した。
　2012年5月には、2013年4月1日から「環境資源科学研究センター」の設立
に向けて、「環境資源科学研究センター準備室」（以下、「準備室」）が発足し、中
֩メンバー（コアメンバー）による「新センターݕ౼会」を設置した。そして予
算要求に向けて理事会આ明、研究戦略会議આ明、環境エネルギー課長へのઆ明等、
一࿈の作業にೖった。また、各PIに研究計画の作成を依頼して準備室が取りま
とめ、「研究事業֓要」を作成した。A4で全63ϖージ。

新センターの構想
　2012年5月に理事長、઒合理事、ݹ԰ً෉理事へ新センターに関するઆ明と
࠙ஊを行った。ここで、異分野融合に必要なため、ඍ生物系統อ存౩（バイオリ
ソースセンターඍ生物材料開発室は、筑波研究所へ移転）の環境資源科学研究セ
ンターでの全面的な利用を要๬した。
　独法評価ҕ員会においては、઒合理事が次期中期計画における研究体制につい
て֓要આ明を行った。また、研究プロジェクトに関して୸素、஠素、金ଐݩ素、
研究基盤の4本柱の方針をެ開した。
　2012年5月には౻ా໌ത理事とバイオマス工学研究プログラムに関し打ち合
わせを行い、環境資源科学研究センターにバイオマス工学࿈ܞ部門として同プロ
グラムのチームを置き、プログラム自体は社会知創成事業に置くことで調整した。
　2012年10月、植物科学研究センター13年間の成果報ࠂと、環境資源科学研究
センターの計画発表のための記೦シンϙジウムを開࠵した。また、同月に、新セ

Episode 名は大
ㆈㆈ

事
㆔ㆨ

　本章での2012年3月の記述に、「名称については、野依良治理事長の指示によ
り､ 研究分野（生物学や化学）を入れず、新たな環境資源に貢献する科学を推進
することを強調することで決定した」とある。「理事長の指示」というところで
薄々感じられるが、異分野融合を目指して参集した各分野の研究者の間で、最初、
「生物学」、「化学」といった特定分野の名称をセンター名に入れるかどうか、ま
た、どちらを前後にするかで侃々諤々の大議論があったらしい。最終的には、本
文のとおり、野依理事長の意向も踏まえ、特定分野名を入れることを避けて「環
境資源科学研究」としたのであった。
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ンター構想આ明会を開࠵した。ࣰ࡚一༤センター長より、新センターの֓要や組
織体制についてઆ明を行った。
　2012年12月には、研究スタッフの࠾用方針および࠾用方針を確定し、PI（予
定者）に通知した。年เ制の運用を新設するとともに、転出者等のิॆを含まな
い最খ限の人員枠で所内ެืを実施すること、および定年制職員についても面ஊ
を行うこととした（これにより、任期制職員も定年制職員も全員が面接・面ஊを
受けたことになった）。
　2012年12月、和光大Տ内記೦ϗールにおいて新センター設立に向けたワーク
ショップを開࠵した。新センターにࢀ加する研究グループの計画発表会であり、
基࣠となる4本のプロジェクト（୸素、஠素、金ଐݩ素、研究基盤）を೦頭に全
PI予定者がプレゼンテーションし、議論した。初めての研究内容に関するワー
クショップの開࠵であり、研究内容の相ޓ理解のための重要な会議となった。

新センターの開設へ
　2013年1月から、新センターの研究員、テクニカルスタッフ、アシスタント
の面接を開始した。また、2013年1月に独法評価ҕ員会・理研部会で新センター
のઆ明とҕ員からの意見ௌ取が行われた。
　2013年2月13日、理化学研究所政策リトリート（和光ླ໦കଠ࿠記೦ϗール）
において新センターのઆ明を行った。また、環境資源科学研究౩（旧ඍ生物系統
อ存౩）を確อするべく、関係部ॺと具体的な協議を開始するとともに、খ઒ஐ
໵和光研究所長、ݹ԰理事等へ要๬書を提出した。さらに、次年度の予算配分・
人員枠等に関し、基礎予算、プロジェクト予算、センター長ࡋ量予算の区分や人
員獲得におけるࡋ量の範ғについて議論した。
　2013年3月には新センターのAC（アドバイザリー・カウンシル）メンバーの
部門は、センターとは別に社会知創ܞを開始した。なお、バイオマス工学࿈౼ݕ
成事業のACで実施することとなった。ちなみに、2013年度予算において、環境
資源科学研究センターは14ԯԁ（施設費関係、定年制研究員の人݅費をআく）
の予算がަ付された。
　このように、2012年1月から開始された新センター創設のݕ౼は、2012年5
月の「新センターݕ౼会」に引き継がれてຖ月2ճ程度開࠵された。その中では
異分野研究のݕ౼、組織図、研究体制、研究実施場所、外部࿈ܞ、センターの運
営方針、センターロゴ、給与、新規࠾用方針、広報体制等、新センター運営に関
わるさまざまな問題点について、センター創設メンバーがݕ౼会議を重ねていっ
た。そのճ数は2013年3月までのおよそ1年間で17ճにも及んだ。
　2013年4月1日、環境資源科学研究センターは開設された。野依ྑ࣏理事長の
所信表明の下、独立行政法人理化学研究所第3期中期計画が開始され、そして新
センターの第1期も開始された。この後、2013年4月に೶ྛਫ産লとのଞলி࿈
プロジェクトの新設（SIPとして実現）に向け、೶業・৯品産業技術総合研究ܞ
機構を๚問し、打ち合わせを行った。
　2013年5月、環境資源科学研究センター・Ωックオフリトリートが和光と横
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浜で開࠵された。16日は173名、17日は169名がࢀ加した。2013年6月には独立
行政法人評価があり（2012年度分）、植物科学研究センターと社会知創成事業バ
イオマス工学研究プログラムとで、別々にώアリングを受けた。
　2013年10月10日、環境資源科学研究センター発足シンϙジウムが、イイノコ
ンフΝレンスセンターで開࠵された。文部科学লَᖒՂ߂大ਉ׭๪৹議׭（研究
開発ہ担当）、৿ຊߒ一内ֳ府大ਉ׭๪৹議׭（科学技術政策・イノベーション
担当）の来ෂѫࡰがあり、ڮຊ࿨仁東京大学ڭत（現国立研究開発法人物質・材
料研究機構理事長）、ҏ୮健一郎名ݹ԰大学ڭत、国立研究開発法人೶業生物資
源研究所理事長が講ԋを行った。また、理研からは野依理事長が代表してѫࡰし、
ࣰ࡚センター長から新センターのミッション、プロジェクト内容をઆ明し、セン
ターのリーダーが研究内容を紹介した。໿200名のࢀ加者があり、新センターへ
の期଴が高まった。
　2014年6月の環境資源科学研究センター・アドバイザリーカウンシルにおいて、
環境資源科学研究センターとバイオマス工学研究プログラムが一体となって研究
開発を行うことが、より一૚の相乗効果があると提言された。これを受けて
2015年4月、社会知創成事業からバイオマス工学研究プログラムの全ての機能が、
環境資源科学研究センターに統合されてバイオマス工学研究部門となり、現在
（2016年）にࢸっている。ちなみに、バイオマス工学研究部門の統合により、
2015年度は計19ԯԁ（施設費関係、定年制研究員の人݅費をআく）の予算がަ
付された。

環境資源科学研究センターの研究実施場所（研究施設）
　　（஫）ɿ この項目では、場所の名称は現在（2016年）の横浜事業所、和光事

業所、筑波事業所を用いる。
　これまで記述してきたように、環境資源科学研究センターは異分野融合型の研
究センターである。本章第1-4અの各「系ේ」にあるように、異分野融合型であ
るゆえに複ࡶな流れが集まっているため、その研究実施場所は、それぞれの研究
開始の地から大きく外れることができていない。現時点（2016年）では、環境
資源科学研究センターの研究実施場所は、3事業所等・計11カ所に及ぶ。さらに、
後述する࿈ܞ大学Ӄの横浜ࢢ立大学内の研究実施場所2カ所（௽見Ωャンパスと
໦ݪ生物学研究所）を加えると計13カ所となる（図3、4）。
　ここでは、環境資源科学研究センターの研究実施場所について以下に整理して
おく。

①ç横浜事業所
　横浜事業所は、環境資源科学研究センターの前਎である植物科学研究センター
が開設された場所である。現在も植物科学、バイオテクノロジーの研究室の大部
分と技術基盤部門（和光事業所にあるものをআく）が、横浜事業所の東研究౩と
中央研究౩にある。植物科学研究はその特徴としてԹ室が必要となるため、どち
らの研究౩にも最上階にԹ室を備え、それに対応して研究室は上૚階にある。一
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ਤ úɹݯࢿڥ؀Պֶ研究センターのڌ఺ͱݐ෺഑ஔʢøʣ

ਤ ûɹݯࢿڥ؀Պֶ研究センターのڌ఺ͱݐ෺഑ஔʢùʣ
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部の研究室は横浜事業所の道࿏向かいにある
横浜バイオ産業センター（ެ益財団法人໦ݪ
記೦横浜生命科学ৼڵ財団が運営するレンタ
ルラボ）にೖډしている。また、バイオマス
工学研究部門の一部の研究室（主に植物科学
研究センターを出自とする）が横浜事業所に
ある。さらにCE-MS（Ωャピラリー電気ӭ
ಈ-質量分析計）を用いたメタボローム解析
分室が、ࢁ形ݝ௽Ԭࢢ（௽Ԭࢢ先端研究産業
支援センター（௽ԬメタボロームΩャンパス）内）にある。横浜ࢢ立大学、໦ݪ
生物学研究所（෣Ԭ）にも૲本バイオマス研究のための研究分室がある。

ԣ඿ۀࣄ所ԕܠ

ԣ඿ۀࣄ所౦研究౩ʢ্࠷֊ͷĀ֊ʹԹ͕ࣨ͋Δʣ

௽ԬΩϟンύε

ԣ඿όΠΦۀ࢈センター

ԣ඿ۀࣄ所౦研究౩ʢԞʣͱதԝ研究౩ʢखલʣ

ஜ೾ۀࣄ所ղੳ研究౩ஜ೾ۀࣄ所研究౩ʢùظʣ
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②ç筑波事業所
　筑波事業所は植物分子生物学研究室（主任研究員ɿࣰ࡚一༤）が設置された場
所であり、現在でも一部の研究室が研究౩（2期）と解析研究౩の2カ所で環境
資源科学研究センターの研究を実施している。

③ç和光事業所
　和光事業所は主任研究員研究室のほとんどが存在する場所であり、環境資源科
学研究センター関係では、৮ഔ化学系の研究室、ケミカルバイオロジー関係の研
究室、一部のバイオマス工学研究部門、技術基盤部門（横浜事業所にあるものを
আく）といった、多分野の研究室等がある。しかし多分野であるがために、その
所在場所は和光事業所のいくつかの研究施設に分ࢄしている。現時点では、研究

࿨ޫۀࣄ所෺࣭Պֶ研究౩࿨ޫۀࣄ所研究ຊؗ

࿨ޫۀࣄ所ݯࢿڥ؀Պֶ研究౩࿨ޫۀࣄ所έϛΧϧόΠΦϩδー研究౩

࿨ޫۀࣄ所ੜ෺Պֶ研究౩ɾೆଆ࿨ޫۀࣄ所ੜ෺Պֶ研究౩ʢ๺໘ʣ
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本ؗ、生物科学研究౩、物質科学研究౩、ケミカルバイオロジー研究౩、そして
環境資源科学研究౩である。これらの施設は、広い和光事業所のෑ地の中の5カ
所に広がっている。このうち、ケミカルバイオロジー研究౩と環境資源科学研究
౩の二つの研究施設が環境資源科学研究センターのメイン・ビルディングと言え
る。
　ケミカルバイオロジー研究౩は、ケミカルバイオロジー研究領域のうちの化合
物バンク事業を行うための施設（ケミカルバンク౩）として計画され、2006年-�
2007年に建設された。当初は4階建てとする計画だったが、予算の౎合で2階建
てとなった。しかし、将来の増築を見ਾえた構造とし、後年（2013年-2014年）、
予算がા置されたときに4階建ての建物となった。ケミカルバイオロジー研究౩
には、ケミカルバイオロジー関係の研究室のほか、創ༀ・医ༀ技術基盤プログラ
ムの1Ϣニットがある。その後、技術基盤部門の2Ϣニットのオフィスも置かれ
た。

各機関・センターの融合へ
　環境資源科学研究౩は、ݩをḷるとඍ生物系統อ存施設（1980年׬成）である。
この施設は理化学研究所がライフサイエンス研究支援事業（ 88年史  268ϖージ）
の一環として開始したඍ生物系統อ存事業（1981年、実施組織はライフサイエ
ンス培養生物部）を実施する施設であった。この事業は後に生物基盤研究部
（1999年）を経て、2004年にバイオリソースセンター（2001年開設、筑波事業
所）にඍ生物材料開発室として移؅され、さらに2012年には筑波事業所に移転
した（この経緯については本編第4部第1章をࢀরされたい）。ࣰ࡚一༤センター
長らは、移転後の施設スϖースを環境資源科学研究センターの研究実施場所とし
て使えるよう、2012年から2013年にかけて理事長、理事を始め関係方面へ精力

Episode 歴史の香り

　改修が終わって綺麗になった環境資源科学研究棟に入居した人々が早々に発し
た言葉に、「何だか臭い」があった。施設奥のセミナー室を始めとして、周辺に
妙な匂いが漂っていたのである。建築／改修直後の室内でよくある建材や塗料の
ような化学的な匂いではなく、実験動物の飼料や微生物の培地のような生物（な
まもの）の匂いであった。元の施設は微生物系統保存施設なので、微生物の培養
に使う培地等の匂いが残っていた（染み付いていた？）と判断するのが妥当で
あったが、特に生物系分野でない人々にとって、異質な匂いであったことは想像
に難くない。もちろん、改修工事はきっちり行われており、匂いの発生源の調査
もしてもらったが、原因は特定できなかった。連続換気をしたり消臭剤を置いた
りして匂いは少なくなってきたが、完全には無くなってはいない。施設の完成後
35年以上にわたる歴史の香り、なのかもしれない。
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的にಇきかけ、ついに全スϖースをઐ用施設として確อすることに成ޭした。と
はいうものの、この施設は׬成後35年以上を経過しており、新しい研究室等と
して使用するための改修工事はࠔ೉が見込まれた。しかし、施設関係者の多くの
ਚ力により2014年11月に改修工事は׬了し、引っӽし作業を経て2015年4月か
ら新たな研究スϖースにおいて研究が開始された。
　環境資源科学研究౩は、規模はখさいものの、ࣰ࡚一༤センター長の想いであ
る「融合」を実現すべく、和光事業所の各所から৮ഔ化学分野1チーム、ケミカ
ルバイオロジー分野2グループ・1チーム、創ༀ・医ༀ技術基盤プログラム1Ϣ
ニットの計5研究室が集まって同ډしている。さらに、研究室はないが、横浜事
業所の研究室から研究者が数名常றしている。ここを出発点に横浜研の研究室を
和光に移ಈさせて、環境資源科学研究センター内でのさらなる融合࿈ܞを進める
ことを目指している。また、事務部門である環境資源科学研究推進室もここにೖ
している。ちなみに、環境資源科学研究推進室は和光事業所において最ೆ端おډ
よび最੢端に位置する事務室である（さらに余ஊとして、事務室の最๺端は事務
情報化推進課（第2事務౩）、最東端は仁科加速器研究推進室（仁科記೦౩））。

環境資源科学研究センターの運営
　上述したように、環境資源科学研究センターの研究室は複数の事業所、研究施
設に分ࢄしているため、ࣰ࡚一༤センター長は環境資源科学研究センターのضҹ
である「異分野融合」を実質的に実現するべく、以下のとおりその運営に力を஫
いでいる。会議や࿈ܞのためにテレビ会議システムは必ਢである。兼務リーダー
の所ଐ研究室にもテレビ会議システムを導ೖして意思のૄ通を図っている。
　　⿝ センター長は1ि間の間、横浜事業所と和光事業所と筑波事業所をճり、

PIや研究員との打ち合わせを通じて意思のૄ通を図っている。テレビ会
議も利用してセンター運営に役立てている。

　　⿝ センターの運営に関してセンター長とグループディレクタークラスのPI
とが打ち合わせ、調整を行う会議（運営調整会議）をຖ月1ճ開࠵してい
る。この会議は横浜事業所と和光事業所とで月͝とにަޓにメイン会場と
して開࠵しており、ほかの事業所とはTV会議システムでつないでいる。

　　⿝ 全PIとの情報伝達会議（運営会議）をຖ月1ճ開࠵している。通常は運営
調整会議開࠵後に開࠵され、メイン会場等は運営調整会議と同様である。

　　⿝ センター全体の研究の進ḿ状گを年2ճ、ळ͝ろに中間報ࠂ会を、ཌ年य़
にそれまでの1年間の成果報ࠂ会を開࠵している。ݪ則として、中間報ࠂ
会は和光事業所で1日間、各PIのプレゼンテーションおよびϙスターセッ
ションを行う。成果報ࠂ会は2日間、1日目は和光事業所、2日目は横浜
事業所で各PIのプレゼンテーションを行う。このやり方は、今後ճ数を
重ねた上で変わっていく可能性もある。2014年度からは、名ݹ԰大学
WPIトランスフΥーマティブ生命分子研究所と࿈ܞワークショップを開
に関するަ流を行っている。これは人材ܞして、生物学と化学の融合࿈࠵
のަ流にも役立っている。
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　　⿝ 異分野融合研究を推進するため、複数の研究室等によるখ規模な࿈ܞ研究
を推঑している。センター内の研究室のほか、ଞセンター等の研究室との
࿈ܞも可能。課題をެืし、৹査、બ定した課題にはセンター長ࡋ量経費
から予算を配෍している。異分野融合研究のためのインセンティブ経費と
して新規提案を取り上げている。

　なお、事務部門である環境資源科学研究推進室も和光事業所と横浜事業所にあ
る（筑波事業所にはない）。しかしながら、事務の人員規模はଞセンターの推進
室と同様であるため、各事業所にはଞセンターの推進室に比べて半分の人員しか
いない。そのため、業務の割りৼりや、いわゆる報ࠂ・࿈བྷ・相ஊなどに工෉し
ている。また、؅理職（室長と室長代理）のۈ務地は和光事業所であるため、室
長と室長代理は共に定期的に横浜事業所に外ۈして事務職員等と打ち合わせ、情
報ަ換等を行っている。

環境資源科学研究センターの人材育成（連携大学院）
　࿈ܞ大学Ӄは、理化学研究所と大学とが࿈ܞして大学Ӄ博士課程の学生を指導
する制度であり、理化学研究所の研究者が大学Ӄの客員׭ڭ（兼務）となって学
位त与にも関わっている（ 88年史  445-456ϖージ）。環境資源科学研究センター
においては、平成27年度時点で9大学と࿈ܞ大学Ӄ協定を結んでおり、19名の
研究者が客員׭ڭとなっている（複数の大学の׭ڭを兼務している者がいるため、
Ԇべでは26名）。
　特に、環境資源科学研究センターが所ଐする横浜事業所は、横浜ࢢとの࿈ܞ協
力の一環として横浜ࢢ立大学との࿈ܞ大学Ӄを重要ࢹし、横浜事業所のෑ地内に
理化学研究所の研究施設の建設と並行して横浜ࢢ立大学（௽見Ωャンパス）の施
設が建設された。（横浜事業所と横浜ࢢ、横浜ࢢ立大学との࿈ܞについては本編
第3部第6章第8અをࢀরされたい）
　横浜ࢢ立大学（生命医科学研究科ɿ௽見、生命ナノシステム科学研究科ɿ໦ݪ
生物学研究所）との࿈ܞ大学Ӄには力をೖれており、平成27年度時点で6名の研
究者が客員׭ڭとなっている）。このうち、٠஍३チームリーダー（環境代ँ分
析研究チーム）の研究室の一部が横浜ࢢ立大学（௽見Ωャンパス）内に、࣋ాܙ
一チームリーダー（セルロース生産
研究チーム）の研究室の一部が横浜
生物学研究所（෣Ԭݪ立大学໦ࢢ
Ωャンパスɿ横浜ࢢ戸௩区）内に設
置され、多くの学生の指導に当たっ
ている。
　なお、໦ݪ生物学研究所は財団法
人として1942（ত和17）年、京౎
に設立され、横浜への移転を経て、
1984（ত和59）年4月から横浜ࢢ
立大学へ移؅された。খഴ等を中心 ԣ඿ཱࢢେֶΩϟンύε
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とした植物学の高い研究実績があり、環境資源科学研究センターは前਎の植物科
学研究センターの時代から研究協力を推進している。
　ほかにも2015（平成27）年度時点で、名ݹ԰大学生命೶学研究科、東京大学
理学系研究科、同೶学生命科学研究科、ट౎大学東京理工学研究科、࡛ۄ大学理
工学研究科、東京工業大学総合理工学研究科、東京電機大学工学研究科、東京医
科ࣃ科大学医ࣃ学総合研究科、立ڭ大学理学研究科の࿈ڭܞ員としてڭ育に協力
している。

第6節　研究組織体制、研究概要、主な成果

研究組織体制
　2013年4月の設立時は、ࣰ࡚一༤センター長の下、研究グループ8、研究チー
ム9、研究Ϣニット8の計25研究室体制であった。このうち、研究グループと研
究チームと研究Ϣニットがそれぞれ独立していた研究室と、組織上研究グループ
の配下に研究チーム・研究Ϣニットが配置されている形の研究室とがࠞ在する形
になっていた。このほか、社会知創成事業の二つのプログラムがそれぞれ࿈ܞ部
門として存在し、研究チーム5、基盤チーム1（以上バイオマス工学）、基盤Ϣ
ニット2（以上創ༀ・医ྍ技術基盤）の計8研究室が置かれていた。
　2014年10月には、研究チームが一つ増えて研究グループ8、研究チーム10、
研究Ϣニット8の計26研究室体制となった（࿈ܞ部門をআく）。
　2015年4月には、研究グループの下に研究チーム、研究Ϣニットがあった組
織構造の部分を並列にし、計26の並列した研究室体制とした。これに、バイオ
マス工学࿈ܞ部門を社会知創生事業から移؅したバイオマス工学研究部門（研究
チーム5、基盤チーム1）が加わった。さらに、和光事業所の「グローバル研究
クラスタ」の配下にあった研究支援部門のうちの2チームを解析Ϣニットとして
移؅し、植物科学研究センター由来の研究支援部門（横浜事業所）の1解析Ϣ
ニットと合わせて技術基盤部門（計3解析Ϣニット）とした。なお、社会知創生
事業のもう一つのプログラムɿ創ༀ・医ྍ技術基盤࿈ܞ部門（2基盤Ϣニット）
は引き続き࿈ܞ部門となっている。これにより、研究室等は合計35となった。
࿈ܞ部門の2基盤Ϣニットを合わせれば、37の研究室等となる。
　人員は、研究者、技術者等の常ۈ職員が໿300名、研修生、パート、客員等の
非常ۈ職員が໿300名で合計໿600名の規模となる。また、設立の経緯により、
主に任期制職員から成る研究室（主に植物科学分野、横浜）と主に定年制職員か
ら成る研究室（主に化学分野、ケミカルバイオロジー分野、和光）とがࠞ在して
いる。任期制職員と定年制職員は人事制度や給与体系等がおޓい異なるため、セ
ンターの一ݩ的運営には課題があるが、理化学研究所が2016年度に任期制職員
と定年制職員を統合した統一的人事制度を導ೖすることにより、今後この人事上
の問題は将来的には解消されることを期଴している。
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研究概要
　　ˎ 環境資源科学研究センターの研究֓要についてはWebϖージにৄ細が掲

載されているので、ここではWebϖージ（http://www.csrs.riken.jp/
jp/）の要໿にとどめる。

　20世紀以降、人類による化ੴ資源の大量消費によって大気中に大量の二ࢎ化
୸素が放出され、地球Թஆ化を引き起こしている。人類が生存していくためには、
ੴ༉消費型社会から୤٫し、再生可能な生物資源を活用した॥環型の持続的社会
への転換が危ٸの課題となっている。
　環境資源科学研究センターは、多様な生物機能と化学機能の理解を礎にバイオ
素材の利活用を進めて環境に優しい生産技術を開発し、॥環型の持続的社会に貢
献することを使命とする。
　そのため、環境資源科学研究センターでは、「生物学」「化学」「ケミカルバイ
オロジー」の異分野融合によって資源・エネルギー॥環型の持続的社会の実現に
挑む。そのため、各研究室等が独自の研究ʗ開発課題を推進するとともに、࢛つ
のΩーワードの「融合研究」プロジェクトɿ「୸素」「஠素」「金ଐݩ素」「研究基
盤」を推進している。
　「୸素」プロジェクト（プロジェクトリーダーɿ੪౻和ق）では、地球Թஆ化
のݪҼとなっている大気中の二ࢎ化୸素を有用な物質に変換することを目指す。
このため、植物の光合成機能を強化する技術や二ࢎ化୸素をݻ定する৮ഔを開発
し、さらに୸素を材料に有用な物質を自在につくり出す技術の開発を行っている。
　「஠素」プロジェクト（プロジェクトリーダーɿനਢݡ）では、革新的な৮ഔ
を開発することで、現在は高Թ高ѹの条݅で大気中の஠素から合成されているア
ンモニア（ං料のݪ料）を、Թ和な条݅下で合成する新しい方法を開発すること
等を目指す。さらに、஠素やリンが少ないӫ養状態のѱい環境でも生育する植物
の開発や、作物やバイオマスの生産性向上に関わる଱ප性や環境଱性の向上、植
物の生長の向上に貢献する研究開発を行っている。
　「金ଐݩ素」プロジェクト（プロ
ジェクトリーダーɿިঌ民）では、
資源の๡しい日本でほとんどを༌ೖ
に頼っているレアメタルを、環境に
ෛՙを与えずにճऩする技術を開発
することを目指す。そのため、コケ
などの植物やඍ生物の活用や、ر少
で高価な金ଐを使わず、๛෋で҆価
な金ଐを用いた৮ഔの開発を行って
いる。
　「研究基盤」プロジェクト（プロ
ジェクトリーダーɿ長ా裕೭）では、
生物の代ँ産物を統合的に調べるメ
タボローム解析基盤、ఱવ化合物を ਤ üɹϝタϘϩーϜղੳʹ༻͍Δ֤छ࣭ྔ෼ੳܭ
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ऩ集したケミカルバンクを合わせた統合メタボロミクスプラットフΥーム、生理
活性物質の探ࡧや評価を行うプラットフΥーム、植物とඍ生物の人工生合成プ
ラットフΥームなどを整備することで、研究開発を強力に推進している（図5）。
また、ケミカルバンクによる化合物の国内外研究機関への提供を行っている。
　上記のプロジェクトのほか、バイオマス工学研究部門（部門長ɿদҪೆ）では、
主に植物が生産するバイオマスの増産から利活用までを、工学的な見地から技術
開発を行い、ੴ༉代替資源としてバイオマスをݪ料に೩料や化学材料を創成する
とともに、その生産プロセスの革新等を目指す。これにより化ੴ資源を利用した
「消費型社会」から、再生可能なバイオマスを利用した「持続型社会」への転換
を実現させることに貢献する。
　さらに、社会知創成事業（現・産業࿈ܞ本部）との࿈ܞ部門（部門長ɿ٢ా
ູ）として、大学等による創ༀ研究に貢献するため、多様性に෋んだఱવ化合物
ライブラリーとそれをハイスループットにスクリーニングするためのద切な評価
系と機器システムをプラットフΥームとして提供している。
　また各研究室では、環境資源科学研究センターの目標達成に向けて、各PIが
設定した独自の研究課題を「コア研究」として実施している。これらのコア研究
は、状گに応じてプロジェクトや外部資金の獲得、共同研究等に発展していく。
大学、ଞলிの研究機関、民間企業等との共同研究も積極的に進めており、例え
ば2014年度において51݅の企業との共同研究を進めている。企業との共同研究
では、イノベーションに向けて実用化を目指した研究、いわゆる「ڮ౉し研究」
も多く実施しており、いくつかの実用化に向けた成果も得られている。
　これらをまとめると、環境資源科学研究センターにおける研究は、「コア研
究」→「融合研究」→「ڮ౉し研究」という階૚構造を持つ推進体制となってい
る。ڮ౉し研究の結果は再び融合研究やコア研究にフィードバックされ、このサ
イクルにより環境資源科学研究センター全体の研究を発展させていくことになる。
さらに、国のプロジェクト等外部資金のプロジェクト立案へも積極的に係わり、

ਤ ýɹ研究ਪਐの֊૚ߏ଄
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プロジェクトへの貢献や研究予算の確อに努めている（図6）。

主な成果
　環境資源科学研究センターは現在（2016年）、設立後3年を経過したところで
あるが、طに஫目をཋびる成果も多く出ている。ここでは主要なものを記述する。
もう少しৄしい֓要についてはғみ記事を、ৄ細については環境資源科学研究セ
ンターのプレスリリースのWebϖージ（下記以外の成果も多数掲載）をࢀরさ
れたい（http://www.csrs.riken.jp/jp/press/index.html）。

　①多金ଐࡨ体（チタンώドリド化合物）により、஠素分子や๕߳଒化合物（ベ
ンゼン）等の不活性分子の活性化に成ޭした。これにより常Թ・常ѹでのアンモ
ニア੡造や基礎化学品合成などのল資源・লエネルギー型の反応に道が拓かれた。
（Science　2013年6月、Nature　2014年8月）

先進機能৮ഔ研究グループ（ౡ上ڃ研究員、ިGDほか）
⿝ ං料や医ༀ品ݪ料となる「アンモニア（NH3）」を合成するためのハーバー・
ボッシュ法は、全人類の年間消費エネルギーの1ˋ以上を使用

⿝ ベンゼン環を含んだ๕߳଒化合物の୸素-୸素結合の切断は、ੴ༉などのఱ
વ資源からΨソリンや基礎化学品などを作る際に極めて重要な反応
⿝ 新たに合成したチタンώドリド化合物により、஠素分子を常Թ・常ѹで特殊
な試ༀを用いずに切断、またベンゼン環を室Թで切断することにも成ޭ
⿝ ஠素とਫ素からのアンモニア合成やఱવ資源からのΨソリン・基礎化学品合
成のলエネルギー化が期଴される

ਤ þɹଟۚଐνタンώυϦυԽ߹෺ʹΑΔ஠ૉ、ϕンθンのੑ׆Խ

　②中性のਫから電子を取り出す「人工マンΨン৮ഔ」を開発した。これにより
従来はࠔ೉であった中性のਫを電子源としたਫ素ʗ೩料੡造に向けた研究開発の
進展が期଴される。（Nature Communications　2014年6月）

生体機能৮ഔ研究チーム（中ଜTLほか）
⿝ 植物のਫを分解する߬素の構造を模฿し、人工マンΨン৮ഔの開発が行われ
てきたが、中性環境では活性が大きく௿下することが課題
⿝ 生体マンΨン߬素と人工マンΨン৮ഔのҧいが電子とプロトンの移ಈのタイ
ミングであることを発見
⿝ 電子とプロトンの༌送タイミングを最ద化することで、҆価なマンΨンࢎ化
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物を用いて中性のਫから電子を獲得することに成ޭ

ਤ þɹਓ޻ϚンΨン৮ഔͱͯ͠ࢎͨ͠༺࢖ԽϚンΨン

ਤ ÿɹΞϧΧϦͱதੑڥ؀ʹ͓͚Δਓ޻ϚンΨン৮ഔの
ਫ෼ղಛੑのൺֱ

　③ジャΨイモの有ಟアルカロイド生合成߬素遺伝子を同定した。これにより
ジャΨイモ৯中ಟが௿ݮする育छが期଴される。（�e Plant Cell　2014年9月）

統合メタボロミクス研究グループ（੪౻GDほか）
⿝ ジャΨイモの芽や྘化したൽのۙลには、৯中ಟのݪҼとなるステロイドグ
リコアルカロイド（SGA）が含まれている

⿝ ジャΨイモの育छにおいて、SGA含量を௿く཈えることは重要な課題
⿝ SGA生成に必要なコレステロール生合成の߬素遺伝子としてSSR2遺伝子を
同定
⿝ 将来のSSR2遺伝子を標的としSGAの含有量を௿く཈えたジャΨイモ育छに
つながるものと期଴

ਤ ĀɹδϟΨΠϞʹؚ·ΕΔ4("
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ਤø÷ɹ443ù͸ùûʢùüʣҐؐݩ൓Ԡの৮ഔੑ׆Λࣔ͢

　④植物の分化全能性཈制に係る分子メカニズムの一端を解明した。ώストンが
メチル化されることにより、一度分化した細胞の୤分化を཈えることを発見した。
これにより効率的な୤分化・再分化技術の開発が期଴される。（Nature Plants　
2015年6月）

細胞機能研究チーム（ਿ本TLほか）
⿝ 植物細胞は高い分化全能性を持っているが、その分化全能性が通常のݸ体発
生や分化の過程でどのように཈制されているのかは分かっていなかった
⿝ 「PRC2（Polycomb repressive complex 2）」というタンパク質複合体に
よりώストンがメチル化され、植物細胞の୤分化Ҽ子の一つ「WIND3」や、
不定ᡢ形成をଅ進させる「LEC2」などの遺伝子発現が཈えられていること
を発見
⿝ これまで୤分化や再分化がࠔ೉であった植物छにおいて、クロマチン状態を
ૢ作することによる、効率的な୤分化・再分化技術の開発に期଴

ਤøøɹ13$ùมҟମのࠜໟ͕෼྾ɾ୤෼Խ͠ෆఆᡢΛܗ੒͢Δ༷ࢠ

　⑤有用プランクトンを細胞ؙ͝と計ଌする多次ݻݩ体NMR解析に成ޭした。
有用分子の೺Ѳやਫ質ড়化など〝ਫの資源化〟を見ਾえた૶類バイオマス解析戦
略への応用が期଴される。（Environmental Science and Technology　2015年5月）

環境代ँ分析研究チーム（٠地TLほか）
⿝ ૶類はਫݍ生態系の物質॥環や৯物࿈࠯にਂく関与しており、૶類を構成す
るバイオマス分子छの解析技術の高度化を図ることが環境科学分野で求めら
れている
⿝ ̓ 定同位体を含む培地で૶類を標識し、細胞をそのままݻ体NMRで解析、
得られたシグナルを多様な手法で分཭することで、細胞内の構成成分を高分
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子から௿分子まで໢羅的に解析することに成ޭ
⿝ 〝ਫを資源化〟する生物छの特性を解析し、どの生物छがどのような分子छ
を஝積する能力を有するかをプロフΝイルし、෋ӫ養化ਫのਫ質ড়化研究な
どへ応用していくことがが期଴される

ਤøùɹଟ࣍ݻݩମ/.3๏Λ༻͍ͨ૶ྨࡉ๔ؙ͝ͱղੳ

　⑥電気をエネルギー源として生きるඍ生物を世界で初めて特定した。電位ࠩを
利用して二ࢎ化୸素から有機物を合成する代ँ経࿏を駆ಈすることが明らかに
なった。（Frontiers in Microbiology　2015年9月）

生体機能৮ഔ研究チーム（中ଜTLほか）
⿝ 光合成と化学合成に代わる第3の有機物を合成する生物として、電気で生き
るඍ生物（電気合成ඍ生物）の存在が஫目されている
⿝ しかし、電流を利用して細胞増৩可能なඍ生物および電気エネルギーを利用
する上で必要となる代ँ経࿏は解明されていなかった
⿝ మイオンをエネルギーとして利用するమࢎ化細ەの一छを用い、電気のみが
エネルギー源となる環境で細胞の培養を行い、細胞の増৩を確認
⿝ さらにこの細ەは、ඍऑな電位を増෯し、電位ࠩを生成することで、二ࢎ化
୸素から有機物を合成する代ँ経࿏を駆ಈすることを明らかにした

200

ୈ
ù
෦
　
ά
Ϧ
ồ
ϯ
Π
ϊ
ϕ
ồ
γ
ἀ
ϯ

Ⅱ



ਤøúɹిؾΤωϧΪーΛར༻ͯ͠ӫཆ෼Λ࡞
Γग़͢ඍੜ෺

ਤøûɹඍখのిྗΛͯͬ࢖ੜ͖Δੜ෺の୅ँܦ࿏

　⑦バイオマスをݪ料とした合成ゴム（ϙリイソプレンゴム）の新合成技術を開
発した。企業2社との共同研究により、バイオマス（生物資源）からイソプレン
を合成することに成ޭした（特ڐ出願中）。

細胞生産研究チーム
⿝ 横浜ゴム、日本ゼオンとの共同研究により、バイオマス（生物資源）からイ
ソプレンを合成することに成ޭ
⿝ 細胞設計技術を活用して合成技術を開発

ਤøüɹԽੴ೩ྉ࢖༻の͚ͩݮ࡟Ͱͳ͘、ؾ৅৚݅ʹΑͬͯੜ͕ߴ࢈มಈ͢Δఱવ
ΰϜのิరݪྉͱͯ͠΋期଴
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　⑧Ψラクチノール合成߬素遺伝子導ೖによる૲本植物のס૩଱性の向上に成ޭ
した。Ψラクチノール合成߬素遺伝子AtGolS2を導ೖすることで、૲本バイオマ
スのモデル植物であるミナトカモジグサのס૩଱性が向上した。（Journal of 
Plant Physiology　2014年8月）

バイオマス研究基盤チーム
⿝ Ψラクチノール合成߬素遺伝子AtGolS2を導ೖすることで、૲本バイオマ
スのモデル植物であるミナトカモジグサのס૩଱性が向上
⿝ ס૩ストレスに対して଱性のある植物によりセルロースの生産性を向上

ਤøýɹCPɿ野ੜܕ২෺
ɹɹɹTP1ɿAtGolS2ಋೖ২෺ʢ1ճ໨ʣ
ɹɹɹTP2ɿAtGolS2ಋೖ২෺ʢ2ճ໨ʣ

　ᶋ植物細胞のミトコンドリア内へબ୒的に遺伝子を導ೖする手法を開発した。
バイオマスの増産・高性能化を目指した植物工場、新規植物開発等への応用が期
଴される。（Scienti�c Reports　2015年1月）

߬素研究チーム
⿝ 植物細胞のミトコンドリア内に遺伝子を効率的に導ೖする技術を開発
⿝ バイオベース化成品の大量生産する仕組みの構築
⿝ バイオマスの増産・高性能化を目指した植物工場、新規植物開発等への応用
転換

ਤøþ

　ᶌリグニン構成成分をݪ料としたバイオプラスチックのඍ生物生産に成ޭした。
企業との共同研究により、これまで利用ࠔ೉とされたリグニンを用いてඍ生物に
よる物質生産を行う基盤技術の可能性が開けた。（ACS Sustainable Chemistry 
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& Engineering　2014年3月）

߬素研究チーム
⿝ （ג）カネカとの࿈ܞにてथ໦に多く含まれるリグニンの産業利用に向けた
研究を展開

ਤøÿɹϦάχン༠ಋମΛ୸ૉݯͱ͠、1)"Λ஝ੵͨ͠ඍ
ੜ෺のݦඍࣸڸਅ

　ᶍ光合成によるバイオプラスチックの生産効率で世界最高レベルを達成した。
ラン૶にඍ生物由来の遺伝子を導ೖし、光合成と୸ࢎΨスだけでバイオプラス
チックの生産効率14ˋを達成した。これによりラン૶によるバイオプラスチッ
クの新たな合成経࿏を確立した。（PLoS ONE　2014年1月）

合成ゲノミクス研究チーム
⿝ ラン૶にඍ生物由来の遺伝子を導ೖ、౶類不要の培養ӷで育成が可能に
⿝ バイオプラスチックの௿価格化と環境ෛՙの௿ݮに貢献

ਤøĀɹಠࣗʹ開ൃͨ͠$0ùೱ౓、ޫڥ؀の׬શ੍ޚʹΑΔճస૶ྨഓཆ૷ஔ

　ᶎソルΨム（モロコシ）の׬全長cDNAデータベース「MOROKOSHI」を
バージョンアップした。໿1ສछの遺伝子を同定して解析したゲノム配列情報を
登࿥更新し、૲本系バイオマス植物研究を加速する研究基盤を構築した。（Plant 
and Cell Physiology　2015年1月）

合成ゲノミクス研究チーム
⿝ ソルΨム（モロコシ）の׬全長cDNAデータベースを࡮新
⿝ ໿1ສछの遺伝子を同定し、ゲノム配列情報を解析
⿝ ૲本系バイオマス植物研究を加速する研究基盤を構築
⿝ バイオマス研究を加速する基盤データベースとしての利用に期଴
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ਤù÷ɹιϧΨϜのτϥンεΫϦϓτーϜσータϕーε
ʮ.030,04)*ʯ

　ᶏ（ג）カネカとの共同研究により、従来用いられているϙリೕࢎに比べ、ॊ
ೈ性があり೤に強い生分解性プラスチック、PHBH（3-ώドロΩシブチレート
-co-3-ώドロΩシヘΩサノエート重合体）を開発し、ඍ生物を用いて年間1,000
トンのPHBHを大量生産することに成ޭした。（『広報ࢽçRIKEN』2015）

バイオプラスチック研究チーム

ਤùøɹ৽ͨͳόΠΦϚεϓϥενοΫ
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　なお、研究実績の数値データとして、2014年度の論文数などを図22に示した。

図22　環境資源科学研究センター2014年度の成果［データ］

環境資源科学研究センターの使命
　現在、環境資源科学研究センターでは、2013年に理化学研究所の強い分野（植
物科学、生物化学、触媒化学、これらはいずれも論文の引用度の高い分野）を統
合し、環境や食料の資源循環的な生産と利活用に関する目的基礎研究を推進して
いる。さらに、2015年には植物バイオマス生産と利活用に関わるバイオマス工
学研究プログラムを統合して、バイオを基礎にした有用物質の工業生産にも展開
している。これらは人口増加、気候変動、化石資源の枯渇など人類社会の生存に
関わる重要な課題へつながり、資源循環型の物質生産、食料生産、さらに気候変
動に対応した農業に貢献する社会へ発展していくプロジェクトである。これらの
課題の実現にはいずれも時間が掛かり、外部の研究機関との連携、企業との連携
によって社会展開が可能になっていくものである。
　環境資源科学研究センターは、理化学研究所内外の連携研究を推進することで、
科学技術ハブの拠点として役割を果たしている。特に大学研究者との研究ネット
ワーク、府省連携によるプロジェクト（SIP：戦略的イノベーション創造プログ
ラム〔内閣府〕、ImPACT：革新的研究開発推進プログラム〔内閣府〕、国立研
究開発法人産業技術総合研究所、国立研究開発法人水産総合研究センター（当
時）など）を推進している。
　企業等との連携についても、環境資源科学研究推進室や産業連携本部イノベー
ション推進センター事業開発室の支援を受けて企業連携（化学産業、食品・種苗
産業、ベンチャー企業など）を積極的に進め、企業からの研究費および企業との
連携が求められる外部資金の獲得を推進している。
　これらにより、環境資源科学研究センターは、理化学研究所において環境、エ
ネルギー、農業、バイオテクノロジーおよび生物多様性などに貢献するユニーク
な研究分野を担い、これからの地球規模問題の解決に関わる研究を推進していく。
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